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２０２３年度中央社保協第９回運営委員会報告書 
２０２４年４月３日（水）１３時３０分～ 日本医療労働会館会議室A・オンライン 

 

【出席確認】 参加21名（会場6名、オンライン15名） 
○運営委員 
 日野（新婦人）、宇野（全商連）、西野（全生連欠）、藤原（農民連欠） 

民谷（福保労欠）、村田（全教欠）、廣岡（年金者組合）、五十嵐（医労連欠） 
曽根（保団連）、島田（共産党）、中本（国公労連欠）山本（自治労連） 
大島（医療福祉生協連）、（民医連）（建交労）（障全協） 

 
沢野（北海道）、高橋（宮城）、段（埼玉）、藤田（千葉）、窪田（東京） 
根本（神奈川）、藤牧(石川)、小松（愛知）、寺内（大阪）、楠藤（徳島） 
森本（岡山）、日高（鹿児島） 
 

○事務局 林（事務局）、山本（民医連）、上所（保団連欠）、香月（全労連欠） 

 

新しい運営委員の紹介 

共産党 4 月より、島田雄一さん、自治労連 4 月より、山本民子さん 

 

＜報告事項＞                                 

＜トピックス＞ 

・自衛隊の武器を製造企業と⾧期契約でまとめ買いできる時限法を恒久化する改正法案 

・手遅れ死亡事例 48 人（全日本民医連） 

・こども子育て支援金、負担年 1 万 1400 円も 法案審議へ 

・75 歳以上保険料 月 7082 円 24 年度平均、507 円増 

・介護保険料 40 歳～64 歳 平均 6276 円（60 円増） 

・老健の 4 割が赤字 悪化傾向とまらず 

・生活保護の車利用で保護停止 津地裁が違法判決 

・桐生市の生活保護問題 4 月 4 日、5 日と市民集会 

・デジタル社会形成基本法等の一部改正法案 

・顔認証マイナカード 9313 件、交付伸びず 

・大阪 保険証廃止に伴う「資格確認書」送付など緊急アンケート「電子証明書の執行時期」

すべての自治体が把握していない 

・青森県 小中給食費無償化へ 

・山梨 後期高齢者医療保険料 29％上げ 24 年度年平均 1 万 8330 円増 

・愛知 名古屋市 日常生活支援総合事業の報酬単価引き上げへ 11 月高齢者大会 
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＜報告・確認事項＞                                

前回の代表委員会（3/6）以降について 

 

1. 3/25「軍事費の拡大より社会保障の拡充を求める国会請願署名」提出集会 

・オンラインを含めて 50 名弱が参加 

・2023 年 11 月 2 日の臨時国会で 9 万 7690 筆を提出、2024 年 3 月 25 日の通常国会で 7 万

516 筆を追加提出し、累計で 16 万 8206 筆を国会提出 

・紹介議員は衆議院 24 名、参議院 23 名あわせて 47 名 （詳しくはニュース・一覧） 

・目標 100 万筆・取組期間は 2023 年 2 月～2025 年 6 月まで 飛躍が必要 

 

2. 第５１回中央社保学校 from 大阪に向けて 

日時：２０２４年８月３１日(土)１３時開会～２０２４年９月１日(日)１５時半閉会 

会場：大阪民医連（定員 100 名まで）＋オンライン併用 

テーマ：近畿から政治を語る/震災復興と自治体問題/若い人と考える社会保障の未来 

第５１回中央社保学校講師・スケジュール案 

 ２０２４年８月３１日（土） 

１３：３０ 第１講座「震災復興と自治体問題」（１５０分） 

  田中正人先生 追手門学院大学教授 

１６：００ 指定報告：石川社保協・自治労連 

 ２０２４年９月１日（日） 

０９：００ 第２講座「政治と社会保障」（１８０分） 

 冨田宏治先生 関西学院大学副学⾧・教授 

 桜田照雄先生 阪南大学・教授 

 元橋利恵先生 大阪大学・助教 

コーディネーター：山本淑子事務局次⾧（全日本民医連） 

１３：００ 第３講座「若い人たちとともに考える社会保障の未来」（１２０分） 

  コーディネーター：⾧友先生 

  参加費 １日 １，０００円 ※２日で２，０００円 

社保学校までのテンポ 

3 月 28 日（木）実行委員会 

4 月 10 日（水）第 51 回中央社会保障学校参加要項・チラシ通知 

5 月 23 日（木）実行委員会 

8 月９日(金)  参加登録締め切り日（ZOOM 情報は自動返信） 

8 月 10 日（土）第 68 回総会（第７回運営委員会にて確認） 

8 月 16 日（金）講師資料集約締め切り 

8 月 31 日(土) 第 51 回中央社会保障学校開催（～９月 1 日） 
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※ 資料集の印刷は行わない。データで提供する。 

 

3. 各種部会 

① 国保部会 

・春の国保改善運動学習交流集会の開催に向けて 

日時：2024 年６月１日（土）13 時 30 分～16 時 30 分 

場所：日本医療労働会館会議室（東京都台東区入谷 1-9-5） 

目的：2024 年 4 月から各都道府県で第 3 期国保運営方針（2024 年 4 月～6 年間）がスタ

ート。保険料水準の統一や法定外繰入の解消がさらに強まり、かつてない規模の国保料の

値上げや、保険証取り上げなど、いのちを脅かす事態がますます懸念される。各地から国

保実態を報告・討論し国保改善大運動の方針を意思統一する。 

 

１．国に向けた運動の強化 

・「国保の国庫負担増額を求める」意見書採択運動 

２．都道府県・市町村に向けた運動 

・秋の自治体キャラバン、国保パンフ要望事項の積極的な活用 

３．学習運動・相談活動の強化 

・6/1（土）国保学習交流集会の開催、各県社保協・中央団体での国保学習の推進 

４．国保料が高すぎる、引き下げを求める世論喚起 

 

・「安心できる国保のために」パンフの活用状況 

国保パンフ（5 万部作製）は 3 月末現在、120 団体・個人より 2 万 3000 部購入 

以降、埼玉社保協 60 部、年金者組合愛媛県本部 50 部、岡山社保協 100 部購入へ 

・次回の国保部会は 4/15（月）10 時から 

 

② 介護・障害者部会 

・介護部会 4/3（水）10 時 30 分から、次回は 5/8 

議題は 6/3 の署名提出第 3 弾、次期介護署名、訪問介護の基本報酬引き下げ撤回運動 

介護 7 団体では、5 月 20 日（月）14 時～16 時 30 分 政党懇談会を計画中 

 

4. 共闘関連 

① 25 条共同行動実行委員会「春の 25 条集会」 

日時：２０２４年５月１６日（木）12 時～15 時 

会場：衆議院第 1 議員会館大会議室（地下 1 階） 

主催：「憲法 25 条を守り、活かそう」共同実行委員会 

 

3



■集会スケジュール （11 時 30 分 受付け開始） 

12 時 00 分～開会・国会議員あいさつなど 

12 時 20 分～記念講演 人権としての社会保障実現に向けて 

  いのとり裁判全国アクション共同代表 木下秀雄さん（大阪市立大学名誉教授） 

13 時２0 分～当事者からの告発 

         いのちのとりで裁判 原告の皆さん 

         高齢者、障がい者、労働者からの実態告発 

14 時 30 分～集会アピールと行動提起 15 時００分 閉会  

 

② 子ども医療全国ネット「第 2 回署名提出集会」（チラシ参照） 

日時：２０２４年５月２９日（木）12 時～13 時 30 分 

会場：議員会館内（未定） 

主催：子ども医療全国ネット 

 

・新婦人の国会行動にあわせ開催、子ども家庭庁への要請も 

・請願項目の１つ、子ども医療国庫補助減額調整（ペナルティー）が 3 月末で廃止さ

れる、新たな運動スタートの位置づけ 

・4/13（土）14 時～15 時で、立川駅で街頭宣伝（全日本民医連担当） 

 

③ 医団連「保険証残せ」署名提出行動（チラシ参照） 

日時：２０２４年４月２５日（木）12 時～13 時 10 分 

会場：衆議院第 1 議員会館大会議室（地下 1 階） 

主催：医団連・中央社保協・マイナ連絡会 

 

・紹介議員 131 名、300 名の会場を埋め尽くす。オンラインも準備 

・請願署名を出し尽くす ４月１８日（木）までに中央社保協事務局まで 

 

④ マイナンバー制度反対連絡会 
4 月 2 日（火）16：00～17：00 新宿駅南口にて街頭宣伝 

4 月 23 日（火）13：30～16：00 星稜会館 

「廃止・ダメ・絶対！保険証を守る決起集会」 主催：東京土建 

     4 月 23 日（火）16：25～16：55 衆院第 2 議員会館前 

「マイナンバー制度反対連絡会・国会前集会」 主催：マイナ連絡会 

 

＜協議事項＞                                  

全国代表者会議で示した３つの柱に向けて 
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1. 軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求めるたたかい 

・請願署名は 2025 年 6 月まで。目標 100 万筆に対して 17 万筆の到達。節目をつくり署名再

スタートの提起が必要 

 

各運営委員から「軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名」は十分に取り

組めてない面もあるが、重要な請願項目であり、地道に取り組む必要性が強調された。この

署名の位置づけが弱い団体からは、この間の情勢で大軍拡と社会保障削減の流れが明白にな

っており、署名の位置づけを強めたいと報告された。また各組織で取り組みやすくするため

に、チラシ面をわかりやすく改善してはとの指摘もあった。 

 保団連関西ブロックが作成した学習パンフ「医療費抑制政策の転換を―『軍事国家』化は

衰退への道」の紹介があり、学習の重要性が報告された。また、裏金問題をうけて軍拡のだ

けでなく消費税など社会保障の財源問題も訴えていく必要性が指摘された。 

 

・異次元の少子化対策子育て支援に関する財源問題に対してどうたたかうか 

 

添付資料 

・北海道社保協「異次元の少子化対策、どこが問題か」 4/17 学習会 

・新婦人しんぶん「異次元の少子化対策の異常さ、子育て支援の歪曲と矮小化」記事 

（福井県立大学名誉教授 北明美さん） 

・日本医労連「子ども未来戦略方針及び子ども・子育て支援法などの改正案」に対する見解 

・京都社保協「社会保険の理念を変質させる 子ども・子育て支援法改正案に反対します」

請願署名 

 

 中央社保協として、異次元の少子化対策子育て支援の財源問題のたたかいをどうすすめる

か、上記資料を紹介し意見交換を行った。最終的な結論として、急ぎ「中央社保協の運営委

員会名で異次元の少子化対策の立場表明（声明）」を出すことで一致した。 

 

2. 保険証の存続を求めるたたかい 

 

・保険証の存続等を求める意見書採択は現在、少なくとも 30 都道府県 130 自治体で、130

本の意見書が採択、6 月議会での飛躍が求められる 

・保険証廃止に伴う資格確認証送付などに関するアンケート 

 

各運営委員より、保険証の存続のたたかいについて意見交換を行った。神奈川社保協から

国保キャラバンを通じて資格確認証の発行が、マイナカードがある方には発行されない流
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れになっていること、大阪社保協が取組んだ「保険証廃止に伴う資格確認証送付などに関

するアンケート」報告では、43 自治体のうち 41 自治体から回答があり、５つの自治体の

みで「全ての国保加入者に資格確認証を発行する」と回答していることなど報告された。 

保険証存続のたたかいとあわせて、資格確認証をすべての被保険者に発行させるなどの対

策が求められており、厚労省とのレクなども必要ではないかとの意見も出された。 

受療権を守るたたかいを重層的に提起していく必要性がある。 

 

3. 生活保護をめぐるたたかいの強化 

・「いのちのとりで裁判」への連帯を強める 

・5/16 の 25 条集会の成功 

・自治体キャラバンに向けて 

➀扶養調査アンケートに取り組む（扶養調査・車の保有・CW の質向上等） 

② 生活保護行政の改善を（生活保護のしおり改善や、水際作戦の根絶など） 

 

・桐生市生活保護違法事件全国調査団「市民集会」に中央社保協として賛同 

・山口県社保協「生活保護のしおり」点検活動へ 

 

4. 社保協の体制強化・学習運動の推進 

・地域社保協づくりに踏み出すために 

・秋の自治体キャラバンに踏み出そう（未開催県は踏み出し、開催県はさらに広げる） 

・隔月間「社会保障」の購読者を増やす（現在、定期購読 1910 部） 

・NO513 春号「ジェンダーと社会保障」は定期購読以外、追加 150 部完売 要増刷検討 

 

・社保テキスト（第 2 弾）を使った学習運動 

連続オンライン学習会（中央社保協） 

4/16（火）18 時～19 時 井口先生「社会保障の意義 その原理原則と社会保障運動」 

5/14（火）18 時～19 時 ⾧友先生「高齢者優遇論は本当か 高齢期の社会保障を考える」 

6/17（月）18 時～19 時 村田先生「人権としての社会保障とは 改革の本質を知り対抗を」 

7/23（火）18 時～19 時 社保テキストチーム「社保テキストの活用、取り組みの紹介」 

5. 中央社保協第６８回総会に向けて 

（案）日時：2024 年 8 月 10 日（土）11 時 00 分～16 時 30 分（10 時 30 分～受付） 

場所：全労連会館ホール（web 併用） 

 

・会場参加を引き続き追求するため 11 時開催、土曜開催とする 
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・全体で 4 時間半（休憩時間除く）午前中に議案提案、午後討論とする 

・総会案内は遅くとも 3 か月前（4 月末）には出す必要がある 

・総会方針のスケジュール 

4/24 代表委員会までに第 1 次案（運営委員会、次⾧会議でも議論） 

5/29 代表委員会までに第 2 次案（6 月中旬のブロック会議で議論） 

6/26 代表委員会までに第 3 次案、7 月上旬に最終案を完成させる 

 

中央社保協第６８回総会を上記日程で行っていくことを確認した。 

 

この間の総会 

第 67 回総会 2023 年 7 月 5 日（水）11 時～16 時 30 分 全労連会館ホール（web 併用） 

第 66 回総会 2022 年 8 月 3 日（水）11 時～16 時 30 分 医労連会館（web 開催） 

第 65 回総会  2021 年 7 月 10 日（土）13 時 30 分～16 時 30 分 全労連会館（web 開催） 

第 64 回総会 2020 年 9 月 2 日（水）13 時 30 分～16 時 医労連会館（web 開催） 

第 63 回総会 2019 年 8 月 3 日（土）10 時 30 分～16 時 30 分 けんせつプラザ東京 

第 62 回総会 2018 年 7 月 4 日（水）10 時 30 分～16 時 30 分 ラパスホール 

第 61 回総会 2017 年 7 月 18 日（火）～19 日（水）伊東ホテル聚楽 

第 60 回総会 2016 年 7 月 25 日（月）11 時～17 時 けんせつプラザ東京 

第 59 回総会 2015 年 7 月 2 日（木）10 時 30 分～16 時 30 分 全労連会館ホール 

 

5. その他 

 

各県・各中央団体から、この間の取り組みについて報告がされた。 

 

次回の運営委員会 2024 年 5 月 8 日（水）13 時 30 分～17 時 医労連会館 2 階 A 会議室 

 

以上 
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PFAS対策PJニュース№2

4月18日現在の募金途中報告

¥5,704,000

¥140,000,000

東京民医連PFAS対策プロジェクト
問い合わせ先:事務局次長山根 浩メール：pfas＠tokyominiren.gr.jp TEL: 03-5978-2741

2024年4月19日

今回の学習会を小泉先生のご厚意で
録画させていただきました。多くの
方に視聴いただけるよう法人・事業

所にお送りしております。
学習会開催にあたり資料や講師依頼

などございましたら
東京民医連にご相談ください。
募金のチラシ在庫ございます。

4月5日に緊急PFAS学習会をオンライン開催し、60アクセス(団体参加
含)＋現地の病体生理研究所にも20人が集まりました。

PFAS問題の第一人者、京都大学名誉教授小泉昭夫先生から、

最新情報を交えながらご講演いただきました。

東京民医連HP
PFAS特設ページ

血中濃度分析装置を見学！！
とてもクリーンな環境に設置されていました。検査に必
要な備品はすべてPFASフリーであること、水も通常の
臨床検査で使用されている純水ではなく超純水を使用す
る、人の手で作業の時は専用BOX内にて作業し､排気は
ダクトを通して屋上へ繋がっていて検査担当者がPFAS
を体内に吸い込まないような仕組みになっているそうで
す。検査で出た廃棄物は専用の産業廃棄物業者に回収さ
れ適切に処理されます。1日40件検査ができるそうです。

最新検査機器
血中濃度分析装置での検査前段階まで
この機械で行うそうです
機械の素早い動きに目が奪われました

【感想から抜粋】
・PFASとは？だけでなく多面的に話されていて民
医連が取り組むべき意義がよくわかった。

・学習に参加して募金しようと思った。
・学習会を広げようと思った。
・横田基地近隣に実家があり、昔は祖母の畑で採れた
野菜も食べていたので心配。などなど

病体生理研究所
副所長 五十嵐さんに
ご案内いただきました!

健生会組織部巣内さん

講演の様子

専用BOX
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５月９日（木） 

１８：３０～ 
北多摩西教育会館 
３F 大会議室 
資料代３００円 
 

多摩地域に もっと 
身近な保健所を 
学習・交流のつどい 

主催 多摩地域の保健所増設を求める会 
 呼びかけ人 

 窪田 之喜（三多摩健康友の会  会長） 

 杉井 静子（ひめしゃら法律事務所  所長） 

 中山 和人（コロナ対策三鷹市民連絡会  事務局長） 

 連絡先：連絡は、メールまたはＦＡＸで 

 メール：hokenjo.santama@gmail.com 

 ＦＡＸ：050－3728－4364 

           会ホームページ →  

保健所の大切なやくわり 

私たちの要求・市町村の願い 

小池都政は保健所をどうするつもり？ 

運動を広げ､交流し､再び都知事要請へ 
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子ども・子育て支援金制度における

給付と拠出の試算について

令和６年３月29日

こども家庭庁 支援金制度等準備室
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こども未来戦略 「加速化プラン」 施策のポイント
１．若い世代の所得向上に向けた取組

２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 ３．共働き・共育ての推進

出産育児一時金の引き上げ

出産等の経済的負担の軽減

STEP
1

STEP
2

出産費用の保険適用の検討

「費用の見える化」・「環境整備」

50万円に

大幅引き上げ
42万円

2023年度から実施中

妊娠・出産時からの支援強化

✓ 出産・子育て応援交付金
 10万円相当の経済的支援

①妊娠届出時（5万円相当）

②出生届出時（５万円相当×こどもの数）

✓ 伴走型相談支援
 様々な不安・悩みに応え、ニーズに応じた
 支援につなげる

2022年度から実施中（2025年度から制度化）

妊娠時から出産・子育てまで一貫支援
支給金額 ３歳未満 ３歳～高校生年代

第１子・第２子 月額１万５千円 月額１万円

第３子以降 月額３万円

児童手当の拡充

✓ 所得制限を撤廃
✓ 高校生年代まで延長

すべてのこどもの育ちを支える
基礎的な経済支援としての位置づけを明確化

✓ 第３子以降は３万円

３人の子がいる家庭では、
総額で最大400万円増の1100万円

子育て世帯への住宅支援

✓ 公営住宅等への優先入居等
今後10年間で計３０万戸

切れ目なくすべての子育て世帯を支援

✓「こども誰でも通園制度」を創設
・月一定時間までの利用可能枠の中で、時間単位等で柔軟に通園が可能な仕組み

✓保育所：量の拡大から質の向上へ
・76年ぶりの配置改善：（４・５歳児）30対１→25対１（１歳児）６対１→５対１

・民間給与動向等を踏まえた保育士等の更なる処遇改善

・「小１の壁」打破に向けた放課後児童クラブの質・量の拡充

✓多様な支援ニーズへの対応
・貧困、虐待防止、障害児・医療的ケア児等への支援強化

 ・児童扶養手当の拡充 ・補装具費支援の所得制限の撤廃

✓ 賃上げ（「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循環」の２つの好循環）

✓ 三位一体の労働市場改革（リ・スキリングによる能力向上支援、個々の企業の実態に応じた職務給の導入、成長分野への労働移動の円滑化）

✓ 非正規雇用労働者の雇用の安定と質の向上（同一労働同一賃金の徹底、希望する非正規雇用労働者の正規化）

＊ 多子加算のカウント方法
を見直し

※2024年度から本格実施を見据えた試行的事業を実施（2023年度からの実施も可能）
※2025年度から制度化・2026年度から給付化し全国の自治体で実施

2026年度を目途に検討

４・５歳児は2024年度から実施、１歳児は2025
年度以降加速化プラン期間中の早期に実施

2024年2月から実施実施中

2023年度から実施

拡充後の初回の支給は2024年12月（2024年10月分から拡充）

2023年度から順次実施

拡充後の初回の支給は2025年1月
(2024年11月分から拡充)

2024年度から
実施

育児期を通じた柔軟な働き方の推進

✓ 子が３歳以降小学校就学前までの柔軟な働き方を実現

するための措置
・事業主が、テレワーク、時短勤務等の中から２以上措置

✓ 時短勤務時の新たな給付

公布の日から１年６月以内
に政令で定める日から実施

2025年度
から実施

育休を取りやすい職場に

男性の
育休取得率目標 85％へ大幅引き上げ（2030年）

※2022年度：17.13％男性育休を当たり前に
✓ 育児休業取得率の開示制度の拡充

✓ 中小企業に対する助成措置を大幅に強化
・業務を代替する周囲の社員への応援手当支給の助成拡充

✓ 出生後の一定期間に男女で育休を取得することを促進する

  ため給付率を手取り10割相当に 2025年度から実施

2025年度から実施

2024年１月から実施

利用しやすい柔軟な制度へ

妊娠・出産時からの支援強化

✓ 出産・子育て応援交付金
 10万円相当の経済的支援

①妊娠届出時（5万円相当）

②出生届出時（５万円相当×こどもの数）

✓ 伴走型相談支援
 様々な不安・悩みに応え、ニーズに応じた
 支援につなげる

こどもの人数に応じて最大１％（５年間）の引下げ

✓ フラット35の金利引下げ

2024年度から常勤職員
配置の改善を実施

注）上記項目のうち、法律改正が必要な事項は、所要の法案を本通常国会に提出。

✓貸与型奨学金の月々の返還額を
減額できる制度の収入要件等を緩和

✓多子世帯の学生等については
授業料等を無償化

高等教育（大学等）

✓給付型奨学金等を世帯年収約600   

万円までの多子世帯、理工農系に
拡充

✓修士段階の授業料後払い制度の導入

2024年度から実施

2025年度から実施

2024年度から実施

2024年度から実施

大学等の高等教育費の

 負担軽減を拡充
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加速化プランの実施に向けたスケジュール（支援金制度関係）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

妊婦のための支援給付（妊娠・出産時の１０万円相当の給付金）として制度化

こども誰でも通園制度（乳児等のための支援給付）

（給付化）

国民年金第１号被保険者の保険料免除措置の創設
（約1.7万円／月（※令和6年度））

子ども・子育て支援特例公債
  （令和６～10年度まで）

※安定財源として、そのほか既定予算の最大限の活用等

こども誰でも通園制度
（試行的事業）

こども誰でも通園制度
（法定事業化）

児童手当の抜本的拡充
・ 所得制限の撤廃
・ 高校生年代までの支給期間の延長
・ 第３子以降の支給額増額（３万円）

法
案
審
議
・
成
立

出産・子育て応援交付金
（予算事業）

支援金
加入者当平均月額

約250円

支援金
加入者当平均月額

約350円

支援金
加入者当平均月額

約450円

歳出改革・賃上げに向けた取組を先行・継続 3

・ 出生後休業支援給付（育児休業給付手取り10割相当）の創設
・ 育児時短就業給付（時短勤務中の賃金の10％支給）の創設
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支援金制度の創設によるこども一人当たりの給付改善額（高校生年代までの合計）

〇 子ども・子育て支援金制度の創設によるこども一人当たりの給付改善額（高校生年代までの合計）は約146万円。なお、現行の
平均的な児童手当額約206万円とあわせると、合計約352万円となる。

※ 子ども・子育て支援納付金の充当事業（児童手当（今般の拡充分に限る）、妊婦のための支援給付（出産・子育て応援給付金の制度化）、こども誰でも通園制度、
共働き・共育てを推進するための経済支援）について、実際の給付状況はこどもや世帯の状況により様々であるが、各給付の事業費を対象となるこどもの数で割って合計。

※ 「加速化プラン」（総額3.6兆円）の支援強化には、これら以外にも様々なものがある。

※年齢別にそれぞれの制度における1人当たり給付の平均額（令和10年度所要額（見込）を基とした対象年齢ごとの単純平均額）を算出し、各期間について合計したもの。現行の児童手当額は、
令和2年度児童手当事業年報の実績値に基づく平均単価を計上。

※共働き・共育てを推進するための経済支援は、出生後休業支援給付、育児時短就業給付、国民年金第１号被保険者の育児期間中の保険料免除を指す。
※児童手当については拡充分（所得制限撤廃、高校生年代への延長、多子加算の増額）を含む全体に支援納付金が充当されるほか、子ども・子育て拠出金・公費も充当。こども誰でも通園制度
については、支援納付金・公費を充当。また、支援金の総額1.0兆円（令和10年度）をベースに、低所得者軽減等のために投入される公費や各給付に充当される公費等も加えた給付額（総額約
1.5兆円）をベースに試算。

4

[3～6歳] [7～12歳] [13～15歳] [16～18歳]

103
（拡充分のみで51）

203
（拡充分のみで48）

47
（拡充分）

17

14

10

11

（万円）

支援金による医療保険加入者１人当たり拠出（平均）月約450円（※19年間の単純合計は約10万円）

拡充分
合計146万円

現行の児童手当と支援金充当事業における給付改善額（こども1人当たり）

< 18歳までの一人当たり累積給付額 支援納付金の充当事業＋従前の児童手当の合計:約352万円 >
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子ども・子育て支援金に関する試算（医療保険加入者一人当たり平均月額）

加入者一人当たり支援金額

令和８年度見込み額 令和９年度見込み額 令和10年度見込み額（①）

全制度平均 250円 350円 450円

被用者保険

協会けんぽ

健保組合

共済組合

300円
（参考）被保険者一人当たり

450円

250円
（参考）被保険者一人当たり

400円

300円
（参考）被保険者一人当たり

500円

350円
（参考）被保険者一人当たり

550円

400円
（参考）被保険者一人当たり

600円

350円
（参考）被保険者一人当たり

550円

400円
（参考）被保険者一人当たり

700円

450円
（参考）被保険者一人当たり

750円

500円
（参考）被保険者一人当たり

800円

450円
（参考）被保険者一人当たり

700円

500円
（参考）被保険者一人当たり

850円

600円
（参考）被保険者一人当たり

950円

国民健康保険
（市町村国保）

250円
（参考）一世帯当たり

350円

300円
（参考）一世帯当たり

450円

400円
（参考）一世帯当たり

600円

後期高齢者
医療制度

200円 250円 350円

（月額、支援金額は50円丸め、保険料額は100円丸め）

（注１）本推計は、一定の仮定をおいて行ったものであり、結果は相当程度の幅をもってみる必要がある。金額は事業主負担分を除いた本人拠出分であり、被用者保険においては別途事業主が労使折半の考えの下で拠出。な
お、被用者保険間の按分は総報酬割であることを踏まえ、実務上、国が一律の支援金率を示すこととする。

（注２）国民健康保険の1世帯当たりの金額は令和3年度における実態を基に計算している。
（注３）国民健康保険の支援金については、医療分と同様に低所得者軽減を行い、例えば夫婦子１人の３人世帯（夫の給与収入のみ）における一人当たり支援金額（50円丸め、月額、令和10年度）でみると、年収80万円の場合50

円（応益分７割軽減）、同160万円の場合200円（同５割軽減）、同200万円の場合250円（同２割軽減）、同300万円の場合400円（同２割軽減）。なお、支援金制度が少子化対策にかかるものであることに鑑み、こどもがいる世
帯の拠出額が増えないよう、こども（18歳に達する日以後の最初の３月31日以前である者）についての均等割額は全額軽減。

（注４）後期高齢者医療制度の支援金についても、医療分と同様に低所得者軽減を行い、例えば単身世帯（年金収入のみ）における一人当たり支援金額（50円丸め、月額、令和10年度）でみると、年収80万円の場合50円（均等
割７割軽減）、同160万円の場合100円（同７割軽減）、同180万円の場合200円（同５割軽減）、同200万円の場合350円（同２割軽減）。

（注５）介護分の保険料額は、第1号保険者（65歳～）の1人当たり月額（基準額の全国加重平均）で6,014円（令和5年度）、第2号被保険者（40～64歳）の1人当たり月額（事業主負担分、公費分を含む）で6,276円（令和6年度見込
額）

（参考）加入者一人当たり
医療保険料額

（令和３年度実績）
（②）

9,500円

10,800円
（参考）被保険者一人当たり

17,900円

10,200円
（参考）被保険者一人当たり

16,300円

11,300円
（参考）被保険者一人当たり

19,300円

11,800円
（参考）被保険者一人当たり

21,600円

7,400円
（参考）一世帯当たり

11,300円

6,300円

5

（参考）
①／②

4.7％

4.5％

4.3％

4.6％

4.9％

5.3％

5.3％
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（参考）子ども・子育て支援納付金の按分（イメージ）

後期高齢医療制度
とそれ以外

支援納付金の総額
（充当事業の予算額として毎年度決定）

国保と被用者保険

被用者保険間

個人・事業主拠出の総額１兆円＋公費（※）の計1.3兆円程度
※現行の医療保険に準じて、国保・後期の低所得者負担軽減等や、共済組合（公務員）の事業主負担分等のため所定の公費を投入。

後期高齢者以外 【91.7％】

被用者保険
【68％】

協会けんぽ
【30％】

健保組合
【28％】

共済
組合等
【10％】

後期高齢者とそれ以外の医療保険料負担総額により按分

1,100億円程度

3,000億円程度

3,900億円程度 3,700億円程度 1,300億円程度

国保と被用者保険の加入者数により按分

総報酬により按分

6

※数字はR10年度の見込み

2,500万人 7,400万人

3,800万人 2,700万人 940万人

（現行制度に準じた
低所得者への負担軽減あり）

（現行制度に準じた公費投入
及び低所得者への負担軽減あり）

（労 使 折 半）
（共済組合（公務
員）の事業主負担
分は公費）

事業主が0.4兆円程度を拠出

国保
【23％】

後期高齢者
【8.3％】

※Ｒ10見込み。
Ｒ８・９は８％（法定）
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【声明】社会保障費の大幅削減と、医療保険の目的を逸脱する支援金、将来世代に
つけを回す「こども特例公債」など、国民負担増による子育て支援財源を盛り込ん

だ「子ども・子育て支援法改正案」の廃案を求める

2024 年 4 月 19 日 中央社会保障推進協議会

岸田政権は 2 月 16 日、児童手当や育児休業給付の拡充などを盛り込んだ「子ども・子育て支援法」な
どの改正案を閣議決定し、4 月 2 日の衆議院本会議で法案が審議入りし、4 月 18 日の衆議院特別委員会で
可決された。その財源は国と地方をあわせて年間 3.6 兆円規模の予算で、➀社会保障の歳出改革、②社会
保険料に上乗せする「支援金制度」、③つなぎとして「こども特例公債」の発行が主な財源となっている。
本来「子ども・子育て支援」を具体化する財源は全額公費で賄うものであり、子育て支援を理由にした新
たな国民負担増は許されない。

歳出改革の中心は社会保障費の大幅削減である。全世代型社会保障改革の名のもとに、医療・介護など
社会保障費の削減と国民負担増（患者負担増・利用料の引き上げ）がターゲットになっていることは、社
会保障改革をめぐるこれまでの議論で明らかである。すでに国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療保
険の現状を見れば、相次ぐ保険料負担や窓口負担、利用料負担の引き上げにより、医療や介護が受けられ
ない事態が広がっており、これ以上の社会保障費の削減と患者負担増に国民は耐えられない。

法案では、年金特別会計の子ども・子育て支援勘定と、労働保険特別会計の雇用勘定を統合し「子ど
も・子育て支援特別会計」を 2025 年度に創設し、医療保険料に上乗せして徴収する「子ども・子育て支
援金制度」を 2026 年度に創設するとしている。社会保険料に上乗せする「支援金制度」は、被用者保険
の年収 200 万円で月額一人 350 円、年収 400 万円で月額 650 円、年収 800 万円で月額 1350 円と試算され、
国民健康保険は世帯によりその 2 倍以上の負担額になることが予測される。後期高齢者は年収 250 万円で
月額 550 円、年収 300 万円で月額 750 円と試算され、支援金は年々引き上げられる。これは形を変えた新
たな大増税に他ならない。

そもそも医療保険の保険料を少子化対策に使うことは、疾病・障害・老齢など健康リスク発生への備え
である医療保険の目的を逸脱するものである。社会保険制度の原則を踏み外す「支援金制度」の導入は許
されない。また、その支援金を保険者が拠出金として「こども金庫」に納付する財源確保は制度の妥当性
を欠いたものである。つなぎとして「こども特例公債」を発行するとしているが、すでに日本の国債残高
は 2023 年度末には 1068 兆円に達しており、将来世代につけを回すことに他ならない。

防衛費は際限なく増大させる一方で、社会保障費は「少子化対策」を口実に国民に負担増と給付削減を
押し付けることは許されない。防衛費の前年比増分だけでも 1.1 兆円にのぼる。今こそ防衛費の拡大では
なく、社会保障費の拡充に踏み出すべきである。以上のことから、日本の社会保障制度の改善を目指す団
体として、社会保障費の大幅削減と、社会保険の目的を逸脱する支援金、将来世代につけを回す「こども
特例公債」など、国民負担増による子育て支援財源を盛り込んだ、「子ども・子育て支援法改正案」につい
ては廃案を求める立場を表明するものである。

以上
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子ども家庭庁の試算

4/18 付 朝日新聞より
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子ども家庭庁が試算した少子化対策のための拠出金 

こども家庭庁がまとめた少子化対策の財源確保のため拠出金額の試算では、「支援金制

度」は公的医療保険を通じて集め、2028 年度には年収 600 万円の人で月額およそ 1,000

円、年収 1,000 万円の人でおよそ 1,650 円になるとした。初年度となる 2026 年度は

6,000 億円、2027 年度は 8,000 億円、制度が確立する 2028 年度以降は 1兆円を集める計

画。 

 2026 年度(初年度)には 

年収  200 万円では、月額およそ   200 円 

年収  400 万円では、月額およそ   400 円 

年収  600 万円では、月額およそ   600 円 

年収  800 万円では、月額およそ   800 円 

年収 1,000 万円では、月額およそ 1,000 円 

2027 年度には 

年収  200 万円では、月額およそ   250 円 

年収  400 万円では、月額およそ   550 円 

年収  600 万円では、月額およそ   800 円 

年収  800 万円では、月額およそ 1,050 円 

年収 1,000 万円では、月額およそ 1,350 円 

2028 年度には 

年収  200 万円では、月額およそ  350 円 

年収  400 万円では、月額およそ  650 円 

年収  600 万円では、月額およそ 1,000 円 

年収  800 万円では、月額およそ 1,350 円 

年収 1,000 万円では、月額およそ 1,650 円 
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 2024年度自治体別 国保料（税）率　調査

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

医療
(万円)

後期
(万円)

介護
(万円)

値上げ 据え置き 引き下げ 備考

千代田区 7.63 45,400 2.74 15,000 1.64 16,200 65 24 17 〇

中央区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.26 16,500 65 24 17 〇

港区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

新宿区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.16 16,500 65 24 17 〇

文京区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.14 16,500 65 24 17 〇

台東区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.19 16,500 65 24 17 〇

墨田区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

江東区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.31 16,500 65 24 17 〇

品川区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

目黒区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.20 16,500 65 24 17 〇

大田区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

世田谷区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

渋谷区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

中野区 8.23 46,200 2.88 15,900 2.13 18,000 65 24 17 〇

杉並区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.20 16,500 65 24 17 〇

豊島区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

北区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.28 16,500 65 24 17 〇

荒川区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.01 16,500 65 24 17 〇

板橋区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.28 16,500 65 24 17 〇

練馬区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

足立区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

葛飾区 8.69 49,100 2.80 16,500 2.36 16,500 65 24 17 〇

江戸川区 9.40 51,600 3.15 17,400 2.63 18,000 65 24 17 ○

八王子市 7.73 46,500 2.83 16,600 2.28 16,700 65 24 17 ○

立川市 6.58 32,100 2.24 11,700 1.69 14,500 63 21 16 〇

武蔵野市 5.62 31,000 1.95 11,300 1.65 13,600 65 22 17 〇

三鷹市 5.70 29,000 2.20 11,800 1.60 13,400 65 24 17 〇

青梅市 6.25 33,000 2.07 12,000 1.95 13,100 65 24 17 〇

府中市 5.05 23,720 1.64 7,440 1.64 9,840 65 22 17 〇

昭島市 5.60 27,500 2.25 11,500 1.70 14,500 65 22 17 〇

調布市 5.52 29,000 1.98 10,300 1.75 12,000 65 22 17 〇

町田市 6.61 38,900 2.22 12,900 2.00 15,000 65 24 17 〇

自治体名

医療分
限度額65万円

後期高齢支援分
限度額24万円

介護給付分
限度額17万円

2024年度限度額

＊青字は前年度据え置き 赤字は前年度から引上げ 2024/4/10 東京社保協作成
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 2024年度自治体別 国保料（税）率　調査

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

所得割
(％）

資産割
（％）

平等割
（円）

均等割
（円）

医療
(万円)

後期
(万円)

介護
(万円)

値上げ 据え置き 引き下げ 備考
自治体名

医療分
限度額65万円

後期高齢支援分
限度額24万円

介護給付分
限度額17万円

2024年度限度額

小金井市 6.04 26,000 2.05 13,000 2.00 15,000 65 24 17 〇

小平市 6.01 27,000 2.29 12,900 1.85 15,900 65 22 17 〇

日野市 5.60 32,400 1.90 11,400 1.90 14,100 65 22 17 〇

東村山市 6.70 40,800 2.25 13,500 2.15 16,000 65 24 17 〇

国分寺市 6.00 28,000 1.98 12,000 1.84 14,000 65 22 17 〇

国立市 5.50 20,000 1.80 10,000 1.85 11,000 65 24 17 〇

福生市 5.39 29,700 2.25 13,200 1.79 14,000 65 24 17 〇

狛江市 5.65 27,900 1.97 11,300 1.84 13,600 65 24 17 〇

東大和市 7.42 37,200 2.50 12,300 2.45 14,100 65 24 17 〇

清瀬市 5.92 28,000 2.01 10,000 1.90 13,000 65 24 17 〇

東久留米市 5.81 35,900 2.18 13,200 1.94 14,400 65 24 17 〇

武蔵村山市 6.75 35,200 1.83 12,500 1.76 13,000 65 24 17 〇

多摩市 5.81 29,300 1.89 12,000 1.68 12,200 65 24 17 〇

稲城市 5.73 37,200 1.39 9,400 2.19 13,100 65 24 17 〇

羽村市 6.43 27,300 2.33 11,200 2.15 13,100 65 24 17 〇

あきる野市 5.79 30,000 2.08 11,400 1.97 13,500 65 24 17 〇

西東京市 5.41 31,600 1.68 6,500 1.64 14,300 65 24 17 〇

瑞穂町 5.91 27,000 1.65 10,000 1.55 15,000 65 24 17 〇

日の出町 5.77 31,200 2.20 11,600 1.91 12,100 65 24 17 〇

檜原村 5.10 26,600 1.60 9,100 1.60 11,900 65 24 17 〇

奥多摩町 5.90 29,500 2.00 11,000 1.95 12,600 65 24 17 〇

大島町 6.80 19,000 21,500 2.60 4,300 8,200 2.00 5,200 9,000 65 24 17 〇

利島村 2.81 16,000 2.12 12,000 1.64 12,200 65 24 17 〇

新島村 5.90 30,000 2.00 11,000 1.70 14,500 65 24 17 ○

神津島村 6.50 36,500 3.69 19,000 2.19 16,000 65 24 17 〇

三宅村 7.10 39,600 2.46 13,800 1.83 13,800 65 24 17 〇

御蔵島村 3.00 39.50 8,000 9,300 1.05 15.50 4,000 4,700 0.61 16.44 4,700 7,900 61 19 16 〇

八丈町 6.50 14,200 20,100 2.80 7,000 7,000 2.30 4,000 11,600 65 24 17 〇

青ヶ島村 5.00 65.00 23,000 23,000 0.40 9.00 10,000 10,000 0.40 11.00 10,000 10,000 65 24 17 〇

小笠原村 4.50 35.00 22,600 7,800 1.50 15.00 10,000 6,400 1.40 11.00 10,000 10,000 65 22 17 〇

47 15 0

＊青字は前年度据え置き 赤字は前年度から引上げ 2024/4/10 東京社保協作成
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2024 年度と 2023 年度 ４人家族(試算条件参照)

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

千代田区 20.07 553,833 17.67 487,576 66,257 町田市 17.74 489,539 16.78 463,124 26,415
中央区 22.31 615,775 19.73 544,478 71,297 小金井市 15.26 421,097 15.26 421,097 0
港区 22.40 618,105 19.73 544,478 73,627 小平市 15.50 427,895 14.42 398,121 29,774
新宿区 22.23 613,445 19.46 537,022 76,423 日野市 15.31 422,420 15.31 422,420 0
文京区 22.21 612,979 19.60 540,983 71,996 東村山市 18.40 507,830 16.77 462,930 44,900
台東区 22.25 614,144 19.66 542,614 71,530 国分寺市 15.10 416,806 14.27 393,739 23,067
墨田区 22.40 618,105 19.79 546,109 71,996 国立市 12.87 355,195 12.87 355,195 0
江東区 22.35 616,940 19.86 548,206 68,734 福生市 15.19 419,319 14.26 393,570 25,749
品川区 22.40 618,105 19.84 547,507 70,598 狛江市 14.65 404,418 14.28 394,226 10,192
目黒区 22.26 614,377 19.52 538,653 75,724 東大和市 18.64 514,421 18.64 514,421 0
大田区 22.40 618,105 19.84 547,507 70,598 清瀬市 14.75 407,039 14.26 393,525 13,514
世田谷区 22.40 618,105 19.92 549,837 68,268 東久留米市 16.54 456,569 16.00 441,715 14,854
渋谷区 22.40 618,105 19.66 542,614 75,491 武蔵村山市 16.58 457,722 15.89 438,639 19,083
中野区 21.48 592,892 19.98 551,487 41,405 多摩市 14.79 408,154 14.25 393,199 14,955
杉並区 22.26 614,377 19.84 547,507 66,870 稲城市 15.56 429,523 14.30 394,782 34,741
豊島区 22.40 618,105 19.87 548,439 69,666 羽村市 15.74 434,403 15.02 414,619 19,784
北区 22.33 616,241 19.78 545,876 70,365 あきる野市 15.29 421,872 15.29 421,872 0
荒川区 22.10 609,950 19.56 539,818 70,132 西東京市 13.93 384,409 13.93 384,409 0
板橋区 22.33 616,241 19.80 546,575 69,666 瑞穂町 14.14 390,263 13.66 376,943 13,320
練馬区 22.40 618,105 19.86 548,206 69,899 日の出町 15.42 425,604 14.69 405,331 20,273
足立区 22.40 618,105 19.86 548,206 69,899 檜原村 13.04 359,990 12.39 342,070 17,920
葛飾区 22.40 618,105 19.85 547,973 70,132 奥多摩町 15.10 416,705 14.36 396,255 20,450
江戸川区 24.12 665,694 21.72 599,422 66,272 大島町 15.61 430,920 14.00 386,300 44,620
八王子市 21.19 584,972 19.50 538,235 46,737 利島村 10.49 289,481 10.49 289,481 0
立川市 16.27 449,083 16.27 449,083 0 新島村 15.10 416,680 13.82 381,370 35,310
武蔵野市 14.90 411,226 13.79 380,510 30,716 神津島村 19.65 542,454 19.65 542,454 0
三鷹市 14.90 411,350 14.05 387,840 23,510 三宅村 18.35 506,587 15.68 432,771 73,816
青梅市 16.14 445,491 15.22 419,940 25,551 御蔵島村 8.43 232,798 8.43 232,798 0
府中市 12.26 338,293 11.80 325,594 12,699 八丈町 15.47 427,080 15.47 427,080 0
昭島市 14.77 407,515 14.77 407,515 0 青ヶ島村 13.50 372,640 13.50 372,640 0
調布市 14.37 396,725 14.37 396,725 0 小笠原村 11.68 322,320 11.68 322,320 0

本人負担分（2024年4月納付分から）
前年度据え置き自治体

国保料（税）試算額比較

協会けんぽ(東京)の場合、同条件で 年額23万6232円

試算条件：４人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主40歳代・給与収入400万円（所得276万円）、②妻40歳代・専業主婦、③子ども2人（就学児）、④固定資産税5万円
※自治体独自の軽減制度は、試算額に反映していません。

2024年度 2023年度 増減額
（円）

2024年度 2023年度 増減額
（円）

東京社保協作成48



2024 年度と 2023 年度 ４人家族(子ども未就学、試算条件参照)

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

千代田区 17.88 493,433 15.80 436,176 57,257 町田市 15.86 437,739 15.02 414,524 23,215
中央区 19.93 550,175 17.55 484,378 65,797 小金井市 13.84 382,097 13.84 382,097 0
港区 20.02 552,505 17.55 484,378 68,127 小平市 14.06 387,995 13.07 360,821 27,174
新宿区 19.85 547,845 17.28 476,922 70,923 日野市 13.72 378,620 13.72 378,620 0
文京区 19.83 547,379 17.42 480,883 66,496 東村山市 16.43 453,530 14.99 413,730 39,800
台東区 19.87 548,544 17.48 482,514 66,030 国分寺市 13.65 376,806 12.82 353,739 23,067
墨田区 20.02 552,505 17.61 486,009 66,496 国立市 11.78 325,195 11.78 325,195 0
江東区 19.98 551,340 17.69 488,106 63,234 福生市 13.64 376,419 12.82 353,770 22,649
品川区 20.02 552,505 17.66 487,407 65,098 狛江市 13.23 365,218 12.90 356,026 9,192
目黒区 19.88 548,777 17.34 478,553 70,224 東大和市 16.84 464,921 16.84 464,921 0
大田区 20.02 552,505 17.66 487,407 65,098 清瀬市 13.37 369,039 12.88 355,525 13,514
世田谷区 20.02 552,505 17.74 489,737 62,768 東久留米市 14.76 407,469 14.28 394,115 13,354
渋谷区 20.02 552,505 17.48 482,514 69,991 武蔵村山市 14.86 410,022 14.23 392,739 17,283
中野区 19.23 530,792 17.93 494,787 36,005 多摩市 13.29 366,854 12.80 353,399 13,455
杉並区 19.88 548,777 17.66 487,407 61,370 稲城市 13.87 382,923 12.77 352,382 30,541
豊島区 20.02 552,505 17.69 488,339 64,166 羽村市 14.34 395,903 13.70 378,119 17,784
北区 19.95 550,641 17.60 485,776 64,865 あきる野市 13.79 380,472 13.79 380,472 0
荒川区 19.72 544,350 17.38 479,718 64,632 西東京市 12.55 346,309 12.55 346,309 0
板橋区 19.95 550,641 17.63 486,475 64,166 瑞穂町 12.80 353,263 12.35 340,943 12,320
練馬区 20.02 552,505 17.69 488,106 64,399 日の出町 13.87 382,804 13.15 362,831 19,973
足立区 20.02 552,505 17.69 488,106 64,399 檜原村 11.75 324,290 11.17 308,370 15,920
葛飾区 20.02 552,505 17.68 487,873 64,632 奥多摩町 13.63 376,205 12.96 357,655 18,550
江戸川区 21.62 596,694 19.42 536,122 60,572 大島町 14.54 401,220 13.03 359,600 41,620
八王子市 18.91 521,872 17.45 481,635 40,237 利島村 9.47 261,481 9.47 261,481 0
立川市 14.68 405,283 14.68 405,283 0 新島村 13.61 375,680 12.48 344,370 31,310
武蔵野市 13.37 368,926 12.41 342,510 26,416 神津島村 17.64 486,954 17.64 486,954 0
三鷹市 13.43 370,550 12.63 348,640 21,910 三宅村 16.42 453,187 14.05 387,771 65,416
青梅市 14.51 400,491 13.70 378,140 22,351 御蔵島村 7.93 218,798 7.93 218,798 0
府中市 11.13 307,133 10.67 294,434 12,699 八丈町 14.49 399,980 14.49 399,980 0
昭島市 13.35 368,515 13.35 368,515 0 青ヶ島村 12.31 339,640 12.31 339,640 0
調布市 12.95 357,425 12.95 357,425 0 小笠原村 11.16 308,120 11.16 308,120 0

本人負担分（2024年4月納付分から）
前年度据え置き自治体

試算条件：４人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主40歳代・給与収入400万円（所得276万円）、②妻40歳代・専業主婦、③子ども2人（就学児）、④固定資産税5万円
※自治体独自の軽減制度は、試算額に反映していません。

国保料（税）試算額比較
2024年度 2023年度 増減額

（円）

2024年度 2023年度 増減額
（円）

協会けんぽ(東京)の場合、同条件で 年額23万6232円
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2024 年度と 2023 年度 高齢２人家族(試算条件参照)

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合％

国保料（税）
年額（円）

所得に占め
る割合

国保料（税）
年額（円）

千代田区 11.63 290,868 10.20 254,992 35,876 町田市 9.94 248,412 9.36 233,976 14,436
中央区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 小金井市 8.43 210,676 8.43 210,676 0
港区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 小平市 8.64 215,920 8.07 201,864 14,056
新宿区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 日野市 8.42 210,600 8.42 210,600 0
文京区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 東村山市 10.22 255,380 9.22 230,420 24,960
台東区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 国分寺市 8.43 210,872 7.96 199,064 11,808
墨田区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 国立市 7.19 179,720 7.19 179,720 0
江東区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 福生市 8.44 211,096 7.89 197,188 13,908
品川区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 狛江市 8.13 203,368 7.93 198,252 5,116
目黒区 12.79 319,636 11.03 275,672 43,964 東大和市 10.47 261,688 10.47 261,688 0
大田区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 清瀬市 8.24 206,052 7.86 196,540 9,512
世田谷区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 東久留米市 9.17 229,236 8.84 220,988 8,248
渋谷区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 武蔵村山市 9.44 236,112 8.97 224,148 11,964
中野区 12.26 306,404 11.29 282,156 24,248 多摩市 8.36 208,880 8.04 201,124 7,756
杉並区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 稲城市 8.40 209,968 7.56 188,940 21,028
豊島区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 羽村市 8.83 220,664 8.38 209,612 11,052
北区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 あきる野市 8.47 211,868 8.47 211,868 0
荒川区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 西東京市 7.70 192,476 7.70 192,476 0
板橋区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 瑞穂町 7.92 197,984 7.58 189,424 8,560
練馬区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 日の出町 8.65 216,308 8.22 205,376 10,932
足立区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 檜原村 7.25 181,280 6.89 172,360 8,920
葛飾区 12.79 319,636 11.10 277,476 42,160 奥多摩町 8.42 210,560 8.01 200,200 10,360
江戸川区 13.75 343,820 12.12 303,064 40,756 大島町 9.68 242,060 8.52 213,100 28,960
八王子市 11.98 299,384 10.87 271,788 27,596 利島村 5.47 136,852 5.47 136,852 0
立川市 9.29 232,248 9.29 232,248 0 新島村 8.46 211,560 7.81 195,360 16,200
武蔵野市 8.35 208,748 7.66 191,620 17,128 神津島村 11.12 278,116 11.12 278,116 0
三鷹市 8.45 211,160 7.92 198,120 13,040 三宅村 10.54 263,584 9.08 226,940 36,644
青梅市 9.06 226,448 8.56 213,980 12,468 御蔵島村 5.87 146,840 5.87 146,840 0
府中市 6.88 171,954 6.58 164,492 7,462 八丈町 9.28 231,920 9.28 231,920 0
昭島市 8.27 206,740 8.27 206,740 0 青ヶ島村 9.60 240,060 9.60 240,060 0
調布市 8.06 201,600 8.06 201,600 0 小笠原村 8.00 199,900 8.00 199,900 0

前年度据え置き自治体

試算条件：2人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主71歳・年金収入240万円（雑所得130万円）、②妻68歳・年金収入230万円（雑所得120万円）、③固定資産税5万円
※自治体独自の軽減制度は、試算額に反映していません。

国保料（税）試算額比較
2024年度 2023年度 増減額

（円）

2024年度 2023年度 増減額
（円）
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４人家族(試算条件参照)

順位 自治体名
所得に占
める割合

国保料
（税）年額

医療分 支援分 介護分 順位 自治体名
所得に占
める割合

国保料
（税）年額

医療分 支援分 介護分

1 江戸川区 24.12 665,694 425,420 142,995 97,279 32 立川市 16.27 449,083 281,714 98,992 68,377
2 港区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 33 青梅市 16.14 445,491 277,625 96,231 71,635
3 墨田区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 34 羽村市 15.74 434,403 259,019 99,089 76,295
4 品川区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 35 大島町 15.61 430,920 244,440 93,380 64,600
5 大田区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 36 稲城市 15.56 429,523 282,309 69,987 77,227
6 世田谷区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 37 小平市 15.50 427,895 248,033 104,957 74,905
7 渋谷区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 38 八丈町 15.47 427,080 231,850 93,240 76,790
8 豊島区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 39 日の出町 15.42 425,604 259,241 97,660 68,703
9 練馬区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 40 日野市 15.31 422,420 260,080 89,870 72,470
10 足立区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 41 あきる野市 15.29 421,872 254,907 94,064 72,901
11 葛飾区 22.40 618,105 398,877 131,240 87,988 42 小金井市 15.26 421,097 244,732 99,765 76,600
12 江東区 22.35 616,940 398,877 131,240 86,823 43 福生市 15.19 419,319 244,387 105,225 69,707
13 北区 22.33 616,241 398,877 131,240 86,124 44 国分寺市 15.10 416,806 251,800 94,134 70,872
14 板橋区 22.33 616,241 398,877 131,240 86,124 45 奥多摩町 15.10 416,705 255,470 90,600 70,635
15 中央区 22.31 615,775 398,877 131,240 85,658 46 新島村 15.10 416,680 257,470 90,600 68,610
16 目黒区 22.26 614,377 398,877 131,240 84,260 47 三鷹市 14.90 411,350 248,810 98,460 64,080
17 杉並区 22.26 614,377 398,877 131,240 84,260 48 武蔵野市 14.90 411,226 254,946 90,635 65,645
18 台東区 22.25 614,144 398,877 131,240 84,027 49 多摩市 14.79 408,154 252,573 92,037 63,544
19 新宿区 22.23 613,445 398,877 131,240 83,328 50 昭島市 14.77 407,515 240,480 98,425 68,610
20 文京区 22.21 612,979 398,877 131,240 82,862 51 清瀬市 14.75 407,039 249,936 86,833 70,270
21 荒川区 22.10 609,950 398,877 131,240 79,833 52 狛江市 14.65 404,418 243,245 91,101 70,072
22 中野区 21.48 592,892 376,559 130,704 85,629 53 調布市 14.37 396,725 244,616 87,334 64,775
23 八王子市 21.19 584,972 366,109 132,339 86,524 54 瑞穂町 14.14 390,263 245,703 78,445 66,115
24 千代田区 20.07 553,833 359,379 123,842 70,612 55 西東京市 13.93 384,409 252,453 65,144 66,812
25 神津島村 19.65 542,454 297,450 161,977 83,027 56 青ヶ島村 13.50 372,640 208,500 49,320 29,320
26 東大和市 18.64 514,421 321,686 107,450 85,285 57 檜原村 13.04 359,990 225,230 73,680 61,080
27 東村山市 18.40 507,830 319,310 106,425 82,095 58 国立市 12.87 355,195 208,150 81,940 65,105
28 三宅村 18.35 506,587 323,830 112,518 70,239 59 府中市 12.26 338,293 212,429 67,972 57,892
29 町田市 17.74 489,539 309,613 103,326 76,600 60 小笠原村 11.68 322,320 136,050 60,550 52,620
30 武蔵村山市 16.58 457,722 298,075 92,639 67,008 61 利島村 10.49 289,481 129,473 97,396 62,612
31 東久留米市 16.54 456,569 278,973 103,594 74,002 62 御蔵島村 8.43 232,798 107,100 43,265 30,013

2024年度　試算の保険料(税)高い順位表

試算条件：４人世帯。年齢と収入は以下の通り：①世帯主40歳代・給与収入400万円（所得276万円）、②妻40歳代・専業主婦、③子ども2人（就学児）、④固定資産税5万円
※自治体独自の軽減制度は、試算額に反映していません。 東京社保協作成51



千代田区 60,400 51,400 9,000 葛飾区 65,600 60,100 5,500 東久留米市 49,100 47,600 1,500
中央区 65,600 60,100 5,500 江戸川区 69,000 63,300 5,700 武蔵村山市 47,700 45,900 1,800
港区 65,600 60,100 5,500 八王子市 63,100 56,600 6,500 多摩市 41,300 39,800 1,500
新宿区 65,600 60,100 5,500 立川市 43,800 43,800 0 稲城市 46,600 42,400 4,200
文京区 65,600 60,100 5,500 武蔵野市 42,300 38,000 4,300 羽村市 38,500 36,500 2,000
台東区 65,600 60,100 5,500 三鷹市 40,800 39,200 1,600 あきる野市 41,400 41,400 0
墨田区 65,600 60,100 5,500 青梅市 45,000 41,800 3,200 西東京市 38,100 38,100 0
江東区 65,600 60,100 5,500 府中市 31,160 31,160 0 瑞穂町 37,000 36,000 1,000
品川区 65,600 60,100 5,500 昭島市 39,000 39,000 0 日の出町 42,800 42,500 300
目黒区 65,600 60,100 5,500 調布市 39,300 39,300 0 檜原村 35,700 33,700 2,000
大田区 65,600 60,100 5,500 町田市 51,800 48,600 3,200 奥多摩町 40,500 38,600 1,900
世田谷区 65,600 60,100 5,500 小金井市 39,000 39,000 0 大島町 29,700 26,700 3,000
渋谷区 65,600 60,100 5,500 小平市 39,900 37,300 2,600 利島村 28,000 28,000 0
中野区 62,100 56,700 5,400 日野市 43,800 43,800 0 新島村 41,000 37,000 4,000
杉並区 65,600 60,100 5,500 東村山市 54,300 49,200 5,100 神津島村 55,500 55,500 0
豊島区 65,600 60,100 5,500 国分寺市 40,000 40,000 0 三宅村 53,400 45,000 8,400
北区 65,600 60,100 5,500 国立市 30,000 30,000 0 御蔵島村 14,000 14,000 0
荒川区 65,600 60,100 5,500 福生市 42,900 39,800 3,100 八丈町 27,100 27,100 0
板橋区 65,600 60,100 5,500 狛江市 39,200 38,200 1,000 青ヶ島村 33,000 33,000 0
練馬区 65,600 60,100 5,500 東大和市 49,500 49,500 0 小笠原村 14,200 14,200 0
足立区 65,600 60,100 5,500 清瀬市 38,000 38,000 0

子ども国保料(税)比較 2024年度 と 2023年度 (2022年度から未就学児は半額)

※自治体独自の軽減制度は、試算額に反映していません。

自治体名
2024年度
子ども国保
料(税)：円

2023年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

自治体名
2024年度
子ども国保
料(税)：円

2023年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

自治体名
2024年度
子ども国保
料(税)：円

2023年度
子ども国保
料(税)：円

増減
円

協会けんぽ＝扶養であれば保険料はゼロ
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自治体名
2021年
第8期

2024年
第9期

第8期との
差額

8∼9期
増減率

対第1期
倍率

自治体名
2021年
第8期

2024年
第9期

第8期との
差額

8∼9期
増減率

対第1期
倍率

千代田区 5,400 5,600 200 3.70% 1.86 八王子市 5,750 5,950 200 3.48% 1.88
中央区 5,920 6,300 380 6.42% 2.11 立川市 5,880 6,183 303 5.15% 1.96
港区 6,245 6,400 155 2.48% 2.10 武蔵野市 6,240 6,600 360 5.77% 2.00
新宿区 6,400 6,600 200 3.13% 2.03 三鷹市 5,900 6,300 400 6.78% 1.99
文京区 6,017 6,108 91 1.51% 2.05 青梅市 5,300 5,800 500 9.43% 2.02
台東区 6,442 6,900 458 7.11% 2.56 府中市 5,992 5,992 0 0.00% 1.89
墨田区 6,390 6,600 210 3.29% 2.16 昭島市 6,280 6,160 -120 -1.91% 2.08
江東区 5,800 6,200 400 6.90% 2.14 調布市 5,900 5,900 0 0.00% 1.90
品川区 6,100 6,500 400 6.56% 1.97 町田市 5,750 6,040 290 5.04% 1.83
目黒区 6,200 6,200 0 0.00% 1.88 小金井市 5,600 6,400 800 14.29% 2.12
大田区 6,000 6,600 600 10.00% 2.15 小平市 5,800 6,180 380 6.55% 2.06
世田谷区 6,180 6,280 100 1.62% 2.12 日野市 6,115 6,115 0 0.00% 2.04
渋谷区 5,960 6,170 210 3.52% 2.01 東村山市 5,750 6,200 450 7.83% 1.97
中野区 5,726 6,274 548 9.57% 2.10 国分寺市 5,917 5,917 0 0.00% 1.92
杉並区 6,200 6,400 200 3.23% 2.18 国立市 6,183 6,467 284 4.59% 2.14
豊島区 6,200 6,200 0 0.00% 2.08 福生市 6,125 6,175 50 0.82% 2.10
北区 6,117 6,290 173 2.83% 2.16 狛江市 6,250 6,450 200 3.20% 2.13
荒川区 6,480 6,920 440 6.79% 2.34 東大和市 5,300 5,400 100 1.89% 1.71
板橋区 6,033 6,517 484 8.02% 2.11 清瀬市 6,183 6,239 56 0.91% 1.97
練馬区 6,600 6,670 70 1.06% 2.15 東久留米市 5,900 5,900 0 0.00% 1.99
足立区 6,760 6,750 -10 -0.15% 2.10 武蔵村山市 5,533 6,050 517 9.34% 2.01
葛飾区 6,710 6,860 150 2.24% 2.25 多摩市 5,200 5,817 617 11.87% 1.91
江戸川区 5,900 6,100 200 3.39% 2.09 稲城市 5,400 5,600 200 3.70% 1.87
23区単純平均 6,164 6,410 246 3.99% 2.11 羽村市 5,100 5,600 500 9.80% 1.95

あきる野市 5,750 5,925 175 3.04% 2.12
大島町 5,700 6,000 300 5.26% 2.00 西東京市 6,050 6,342 292 4.83% 2.17
利島村 7,900 7,500 -400 -5.06% 1.88 瑞穂町 5,550 5,950 400 7.21% 1.93
新島村 7,300 7,300 0 0.00% 2.35 日の出町 5,500 5,850 350 6.36% 1.72
神津島村 6,500 7,000 500 7.69% 1.94 檜原村 7,900 7,900 0 0.00% 2.63
三宅村 5,850 6,100 250 4.27% 1.87 奥多摩町 6,783 6,783 0 0.00% 2.31
御蔵島村 4,800 4,800 0 0.00% 1.40 三多摩単純平均 5,896 6,140 243 4.13% 2.01
八丈町 5,925 6,308 383 6.46% 2.34
青ヶ島村 9,800 7,800 -2,000 -20.41% 1.95 全都単純平均 6,061 6,255 193 3.19% 2.03
小笠原村 3,374 3,374 0 0.00% 1.34
島嶼単純平均 6,350 6,242 -107 -1.69% 1.90 全都加重平均 6,080 6,320 240 3.95% 2.07

順位 自治体名 円 順位 自治体名 増減額 増減率
1 檜原村 7,900 1 小金井市 800 14.29%
2 青ヶ島村 7,800 2 多摩市 617 11.87%
3 利島村 7,500 3 大田区 600 10.00% 値上げ46自治体
4 新島村 7,300 4 羽村市 500 9.80%
5 神津島村 7,000 5 中野区 548 9.57%

･
･
･

･
･
･ 据置12自治体

57 千代田区 5,600 58 小笠原村 0 0.00%
58 稲城市 5,600 59 足立区 -10 -0.15%
59 羽村市 5,600 60 昭島市 -120 -1.91% 値下げ4自治体
60 東大和市 5,400 61 利島村 -400 -5.06%
61 御蔵島村 4,800 62 青ヶ島村 -2,000 -20.41%
62 小笠原村 3,374

目黒、豊島
府中、調布、日野、国分寺、東久留米、檜原、奥多摩、新島、御蔵島、小笠原

第９期都内各自治体の介護保険料　（基準月額保険料　第１号被保険者数による単純、加重平均）　円

2024.4.8 東京社保協作成
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東京社保協作成
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【国保財政健全化計画】
都内区市町村における赤字解消・削減状況の見える化について

「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」と「繰上充用金の増加額」の合計額。都内区市町村において、「繰上充用金」は
計上されていないため、解消・削減すべき赤字は「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」のみとなる。

解消・削減すべき赤字の定義

1

見える化の推進

都国保運営方針に記載のとおり、都ホームページにおいて、「区市町村国保財政健全化計画」及び「別紙_区市町村の財政健全
化計画策定及び赤字額の状況」の公表による「見える化」を実施する。

【参考】決算補填等目的の法定外一般会計繰入額の定義

区市町村の国民健康保険特別会計の収支決算における法定外の一般会計繰入金のうち、「収入不足に伴う決算補填等目的のも
の」、「保険者の政策によるもの」及び「過年度の赤字によるもの」に該当するもので、具体的には、以下の事由によるものと
なる。

決算補填等目的

（決算補填等目的のもの） ①保険料収納不足のため ②高額療養費貸付金
（保険者の政策によるもの）③保険料（税）の負担緩和を図るため ④地方単独の保険料（税）の軽減額

⑤任意給付に充てるため
（過年度の赤字によるもの）⑥累積赤字補填のため ⑦公債費等、借入金利息

令和６年３月更新
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第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し
６ 赤字解消・削減の取組
（３）削減目標（都全体）

令和３年度時点では、57区市町村が決算補填等を目的とした一般会計からの法定外繰入を行っているが、これを令和
８年度末には35区市町村、令和11年度末に18区市町村とすることを目指す。

（５）解消・削減に向けた対応
○ 都は、赤字区市町村とともに、解消・削減すべき赤字の要因分析や必要な対策の整理を行う。各区市町村は、分析結
果を踏まえ、解消・削減すべき赤字解消の目標年次を定めた上で、健康づくりなどの保健事業や医療費適正化、収納
率向上の取組、適正な保険料（税）率の設定等、計画に定めた解消・削減に向けた具体的な取組を実施していく。

○ 都は、医療費適正化のため、区市町村とともに、糖尿病性腎症重症化予防の取組や後発医薬品の普及について東京
都医師会等関係機関と連携して取り組む等、都の役割を積極的に果たしていくほか、区市町村の取組状況を把握し、
解消・削減すべき赤字の額、要因等の分析方法等、必要な助言を行っていく。また、「区市町村国保財政健全化計画」
及び法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、毎年度公表を行う。

東京都国民健康保険運営方針（抜粋）（令和６年２月改定）

2

●新経済・財政再生計画改革工程表 2023（抜粋）（令和５年 12月 21日 経済財政諮問会議）

国の方針
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別紙
【国民健康保険】区市町村の財政健全化計画策定及び赤字額の状況※１ （単位：千円）

区市町村数 区市町村名
赤字額※１

（R３決算時点）
【参考】赤字額※１

（計画策定時点）※３

利島村 0 -
三宅村 0 -
青ヶ島村 0 -
千代田区 96,083 127,000
江東区 553,048 553,048
練馬区 0 2,032,923
東大和市 165,870 250,884
港区 22,174 23,442
江戸川区 463,149 3,952,504
八王子市 787,938 720,437
神津島村 6,851 6,852
荒川区 272,042 1,891,422
立川市 532,835 581,012
東久留米市 258,360 354,000

R８ 1 中央区 250,161 142,677
R９ 1 杉並区 230,525 1,826,000

大田区 1,752,916 2,633,189
渋谷区 29,120 730,787
青梅市 644,995 821,193
東村山市 243,932 689,287
新島村 41,443 55,000
御蔵島村 5,464 2,339
文京区 145,728 1,159,188
葛飾区 553,433 1,386,329
目黒区 0 846,382
あきる野市 273,958 261,865
大島町 37,458 80,923
八丈町 11,790 12,318
小笠原村 32,981 21,924
北区 1,529,384 1,264,412
稲城市 357,691 929,051
武蔵村山市 350,910 428,873
清瀬市 498,831 646,366

R13 1 新宿区 127,027 1,298,423
町田市 2,297,932 2,040,932
福生市 547,600 609,586
瑞穂町 234,604 301,401
多摩市 673,060 916,283
狛江市 417,329 403,825
豊島区 448,396 1,145,000
足立区 816,461 2,819,786
日の出町 113,453 181,136
奥多摩町 35,500 40,000
板橋区 1,258,130 3,764,358
羽村市 334,612 341,581
小平市 893,549 1,563,202
中野区 747,309 1,321,538
品川区 96,026 1,538,171
武蔵野市 960,726 1,206,337

R18 1 墨田区 914,915 940,266
三鷹市 1,343,698 1,470,555
日野市 1,075,078 1,291,630
昭島市 508,000 535,159
国立市 512,154 603,152
檜原村 14,515 18,989
西東京市 1,343,878 1,410,000

R22 1 小金井市 336,316 790,000
台東区 547,200 1,089,813
調布市 1,497,435 1,873,691
府中市 2,466,441 2,812,139
国分寺市 918,662 1,102,905

R30以降
（31年以上）※2

（1）
R31 1 世田谷区 716,090 1,602,893

62 32,345,166 59,464,378
※1 赤字とは、決算補填等目的の法定外一般会計繰入金をいう
※2 解消までの年数の起算年は平成３０年度
※3 財政健全化計画策定時点での推計を含む。策定時期等は区市町村ごとに異なるため、詳細は各区市町村の計画を参照。
※4 金額は区市町村ごとに千円単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある

計画上の赤字解消年次※１

（R6.3月時点）

解消済
（計画を策定していない）

3

都全体（合計）※4

2R23

R10 6

R11 7

R17 3

R19 2

R5まで
（6年以内）※2

（4）
R５ 4

R６

R７

4

3

R11まで
（12年以内）※2

（22）

4

R29まで
（30年以内）※2

（9）

R20 2

R21 2

R24 2

R19まで
（20年以内）※2

（23）

R12

R14 5

R15 4

R16 3
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目標年次※ 自治体数 備考

R5まで（6年以内） 4 最短：R5

R11まで（12年以内） 22

R19まで（20年以内） 23

R29まで（30年以内） 9

R30以降（31年以上） 1 最長：R31

（百万円） （円）

※カッコ内の起算年は制度改正があった平成30年度
※目標年次は令和６年３月時点

財政健全化計画における赤字解消目標年次及び未解消自治体

【国民健康保険】都内区市町村における赤字の状況 ※赤字とは決算補填等目的の法定外一般会計繰入をいう

2

※目標年次は令和６年３月時点

各区市町村の財政健全化計画及び決算を基に
東京都国民健康保険課が作成

11,641 円
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国保被保険者一人当たり※の決算補填等目的の一般会計法定外繰入額（令和３年度決算）
単位：円

繰入なし（５自治体）

※令和３年度における平均被保険者数
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財政健全化計画における赤字未解消自治体数

（各年度末時点）

【都全体の削減目標】
赤字未解消自治体数を
令和８年度末：35区市町村
令和11年度末：18区市町村
とすることを目指す
（都国保運営方針より）
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保険証廃止に伴う「資格確認書」送付などに関する緊急アンケート報告 

「電子証明書の失効時期」 

すべての自治体が〝把握していない〟 
2024.4.２ 大阪社会保障推進協議会 

現在の国民健康保険（国保）の保険証が12月2日以降に廃止（1年の経過措置あり）にな

ることを受けて保険者には「資格確認書」の発行などの対応が求められています。しかし、

通常の国保関連実務に加えて、紐づけ不一致者の点検や「資格確認書」の発行に向けた対

応に、担当職員の方においては、かなりの過重労働になるとの声も届いています。こうし

たことを受けて大阪社会保障推進協議会は、府内全ての市町村に「資格確認書」送付など

に関するアンケートを行い、40市から回答が寄せられました（1市2町未回答）。 

■マイナ保険証の利用登録は半数ほど 

厚労省が指示している紐づけ不一致者の点検の状況では、ほぼ全自治体で点検が終了し

ており、国保加入者の「マイナ保険証」の利用登録率は、平均で54.8％（最低48.9％、最

大64.3％）でした。「資格確認書」の送付については、「全加入者に送付」6自治体（3市3

町）、「登録者以外全ての方」が25自治体となっていますが、「統一国保」を進めている大

阪府の動向を注視している自治体もありました。「資格確認書」発行に対応したシステム

構築については、殆どが「検討中」でしたが、「他システムとの連携の問題で改修が難し

い」「国の財政支援が分からないと検討できない」との回答もありました。なお今年の国

保証の発行も、殆どが「通常通り発行」（来年10月31日まで有効）と回答しました。 

■マイナ保険証の「2025年問題」 

ただ今回のアンケートでは、「マイナ保険証」の利用登録者の「電子証明書の失効時期」

（有効期限は5年）の把握について、すべての自治体が〝把握していない〟状態も明らかに

なりました（「把握できていない」35自治体、「わからない」5自治体）。自治体は「把握

していない」状態ですが、更新期日の3か月ほど前には手続きの案内文が送られてきます。

これは全国の自治体の電子証明書の登録状況を把握している「地方公共団体情報システム

機構」が発送業務を担うようです。（封書は自治体の担当課名で来ているような体裁にな

っています。別紙参照）。 

電子証明書の更新（有効期限5年＊）については、有効期限の2～3ヶ月前に有効期限通知

書が送付されることになっています。電子証明書の有効期限を迎える方には、この3か月前

くらいに「地方公共団体情報システム機構」から、有効期限通知書（青色の封筒）が送付

されるようです syoumeipamphlet_A4.pdf (kojinbango-card.go.jp) 。発送は各自治体が

行うのでなく、「地方公共団体情報システム機構」が行いますが、郵便物は自治体から来

ているような体裁です（次頁イメージ画像参照）。 

＊マイナンバーカードの保険証利用には、「マイナンバー」は使われていません。オンライン資格確認に使用さ

れているのは「利用者照明用電子証明書」です。「利用者証明用電子証明書」の有効期間は発行日から5回目

の誕生日までです。 
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最近マイナンバーカードを取得した方は、更新はまだ先になりますが、以前からe-TAX利

用をしている方はすでに期限を迎えた方もいるようです。特に新型コロナの特別給付金支

給が始まった2020年4月以降に電子証明書を利用し始めた方は多くおられる（マイナンバー

カードを使った方が早く支給されたため）ことが予想されますが、この方々は2025年に期

限を迎えます。電子証明書の期限である5年が訪れると、更新されていなければ「突然保険

証利用ができない」ということが起こりえます。こうしたことを「2025年問題」と指摘さ

れている方もおられます。 

なお、「地方公共団体情報システム機構」の案内文には「更新当日は、健康保険証、コ

ンビニ交付等のサービスを利用できない場合があります。 また、e-Tax等、更新当日に利

用できないサービスもありますので、各サービスの利用案内等をご確認ください」と…。

簡単に「利用できない」と書かれても、2025年12月以降は健康保険証廃止の猶予期間も終

了しており、「健康保険証での確認」もできず、医療現場では「資格確認」できないこと

から、一旦全額負担をお願いするしかありません。 

結局、健康保険証廃止の猶予期間も終了する2025年は、役所や医療機関が大変な混乱に

ならないか危惧します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

▲発送される封筒のイメージ 

更新手続きについて – マイナンバーカ

ード総合サイト (kojinbango-card.go.jp) 
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保険証廃止に伴う「資格確認書」送付などに関するアンケート結果 
 

1. 厚労省は紐づけ不一致への対応を 3 月末までにと通知していますが、貴自治体での国民健康保険加入者

の紐づけ不一致者の点検の状況は。 

・不一致者なし 25 

・点検を終えた 13  

・一部残っている ２  

・点検できていない ０ 
 

2. 現在の国民健康保険証は 12月 2日以降の廃止になりますが、貴自治体で国民健康保険加入者の「マイナ

保険証」の利用登録率はどのくらいですか。 

・凡そ 45～50％ ９ 51％～55％ 14 56％～60％ 12 61％～65％ ３  
＊平均値 54.8％ 

・一部は把握できているが登録率は不明 １ 

・把握できていない １ 
 

3. 貴自治体で国民健康保険加入者の「マイナ保険証」の利用登録者の有効期間や電子証明書の失効時期を

把握していますか。 

・把握している ０ 

・把握できていない 35 

・わからない ５ 
 

 

4. 「マイナ保険証」利用登録がない方に「資格確認書」を送付することになっていますが、貴自治体の対

応は。 

・全ての国民健康保険加入者に送付する ６ 

・利用登録者を把握しているので、利用登録者以外の全ての方に送付する 25 

・原則、申請があった方のみ送付する １(上記回答と重複回答) 

・他 ８ (大阪府に合わせる ３／大阪府単位で保険証廃止後の運用を協議している段階で確定した

運用に基づいて送付を行う予定 ／未定 ／わからない ／検討中 ／近隣の市町の動向を見

て検討する） 

・NA １ 
 

 

5. 今年 10月から「マイナ保険証」の利用登録解除ができるようになりますが、貴自治体では「資格確認書」

発行に対応したシステム構築についての状況は（複数回答可）。 

・システム構築の検討をしている 25 ＊コメントあり1件「登録・解除については不明」 

・他システムとの連携の問題で改修が難しい １ 

・国の財政支援が分からないと検討できない １  

・まだ検討していない ８ 

・内容が複雑すぎて見通したたない １  

・わからない ５ 
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 4 

・他 1（当市では市町村事務処理標準システムを使用しているため現在、国保中央会にて開発が行わ

れている状況） 
 

6. 現在の国民健康保険証は 12月 2日以降の廃止になりますが、経過措置は 1年あります。貴自治体では今

年 10月末期限の国民健康保険証の更新についてどうされますか。 

・今年は通常の保険証を送付 33 

・今年10月31日をもって終了 ０ 

・未定 ６ 

・他 1（大阪府単位で保険証廃止後の運用を協議している段階であり、確定した運用に基づいて送付

を行う予定。） 
 

 

※全体を通してご意見などございましたらご記入下さい。 

・マイナ保険証利用登録有無の確認について、システム上の即時性、正確性が担保され

るのか不安視している。 

・保険証の廃止に伴うシステム改修については、大規模な改修となるが、本市でも、現

在、法令で定められた対応が行えるよう努めているところである。 

 

 

アンケートについてのお問合せは、以下にお願い致します。 

大阪府保険医協会 大阪市浪速区幸町1-2-33 電話06-6568-7721（担当・田川） 
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2024年 4 月18日 

地方独立行政法人 東京都都立病院機構 

理事長 安藤 立美 様 

                  人権としての医療・介護 東京実行委員会 

 

２０２４年度・機構病院の運営に関しての要望書 

 

 貴組織の病院運営において、都の果たすべき都民医療を支えるためのご奮闘に感

謝を申し上げます。 

 新型コロナへの対応においては、行政的医療・感染症対応において大いに貢献さ

れ、都民の厚い信頼が寄せられました。 

 こうした対応の反面、日常の疾病に対する量的提供が低下し、14病院の 1 割を超

える病床が休止、昨年度の一時期は20を超える病棟が稼働できない状態だと聞き及

んでいます。 

 都民に必要な医療が職員不足などを理由に提供できないといった事態は都立病院

始まって以来の出来事ではないでしょうか。 

 従来、都民に提供してきた都立と公社病院の都全域への医療提供、地域病院とし

ての果たす役割に大きな影が生じていることを都民は危惧しています。 

 新年度が始まり、そうした不安を少しでも解消するために、事業運営計画などに

ついてご説明いただくよう下記の通り要請いたします。 

 

                  記 

 

1  昨年度末の時点で休止されていた病棟、病床を早期に稼働してください。再開

の時期と規模をについて明らかにしてください。 

 

2  今年度の機構病院の事業計画について明らかにしてください。 

   

3  今年度の新規事業内容および理由などについて明らかにしてください。また、

廃止や縮小する事業について、その規模と理由を明らかにしてください。 

 

4  今年度の職員確保計画における時期と採用数、およびその根拠と理由を明らか

にしてください。 

  また、新年度４月１日の採用によって今年度事業計画の必要職員数が確保でき

たのか明らかにしてください。 

 

5  各病院において患者自費負担金となる新規設定、更新・変更などの料金につい

て明らかにしてください。 
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事務連絡２３－２８ 

２０２４年４月１０日 
 

「訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急

に求める」政府要請及び地方議会請願（陳情）の取り組みについて 
 

中央社会保障推進協議会 
 

日々の社会保障を守り推進する活動に心より敬意を表します。 

今回の訪問介護の報酬切り下げに対して、ホームヘルパーや訪問介護事業所はもとより、

自治体関係者や介護利用者からも多くの懸念や抗議の声が広がっています。とりわけ小規

模・零細の介護事業所が経営難に陥り、在宅介護の基盤が壊滅的になる恐れがあります。 

身体介護、生活援助など訪問介護は、要介護者の在宅での生活を支えるうえで欠かせな

いサービスであり、このままでは在宅介護が続けられず「介護崩壊」を招きかねません。 

介護報酬改定は、法律改正事項ではありません。厚生労働省告示によって決められるも

のであり時期も法定されていません。したがって今からでも厚生労働大臣が「決定」すれ

ば報酬改定のやり直し（再改定）は十分に可能です。 

 いま立場を超え、全国各地から「訪問介護費引下げ撤回と介護報酬の再改定を早急に求

める」ことが重要です。短期間ですが中央社保協介護部会として以下の取り組みを全国に

呼びかけます。あらゆる事業所、団体、個人に広く呼びかけてください。 
 

記 

➀「訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求める

政府要請書」（添付➀） 
 

・取り組み期間：4 月 10 日（水）～5 月 27 日（月） 

・6 月 3 日（月）に提出します。集まった要請書は、5 月 29 日（水）までに、中央社保協

までメール（k25@shahokyo.jp）、FAX（03-5808-5345）、郵送で送って下さい。 
 

②「訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求める

請願（陳情）書」（添付②） 
 

・取り組み期間 2024 年 6 月議会に向けた取り組みをお願いします 

・添付②の請願（陳情）のモデル（ひな形）をご活用下さい 

以上 
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【地方議会 請願書モデル】（注）陳情の場合は、文中の「請願」を「陳情」に改めること 

2024 年  月  日 

○○議会 議⾧       殿 

請願（陳情）者 

住所 

氏名 ○○社会保障推進協議会 ○○ ○○ 印 

 

紹介議員（陳情の場合は不要）       印 

 
 

 

【請願（陳情）趣旨】 
 

「訪問介護事業所がなくなれば住み慣れた家で暮らしていけない」、「親を介護施設に入れざるを
得ない」。3 年に 1 度の介護報酬の改定で、訪問介護の基本報酬が 4 月から引き下げられたことに怒
り不安の声が広がっています。身体介護、生活援助など訪問介護は、とりわけ独居の方をはじめ要
介護者や家族の在宅での生活を支えるうえで欠かせないサービスです。このままでは在宅介護が続
けられず「介護崩壊」を招きかねません。 

介護報酬は介護保険から介護事業所に支払われますが、今回の引き下げで訪問介護事業所、とり
わけ小規模・零細事業所が経営難に陥り、在宅介護の基盤が壊滅的になる恐れがあります。すでに
２３年の訪問介護事業所の倒産は６７件と過去最多を更新し、ほとんどが地域に密着した小規模・
零細事業所です。 

厚生労働省は引き下げの理由として、訪問介護の利益率が他の介護サービスより高いことをあげ
ていますが、これはヘルパーが効率的に訪問できる高齢者の集合住宅併設型や都市部の大手事業所
が利益率の「平均値」を引き上げているものであり、実態からかけ離れています。 

訪問介護はとくに人手不足が深刻です。⾧年にわたる訪問介護の基本報酬が引き下げられた結
果、ヘルパーの給与は常勤でも全産業平均を月額約６万円も下回ります。ヘルパーの有効求人倍率
は２２年度で１５・５倍と異常な高水準です。 

政府は訪問介護の基本報酬を引き下げても、介護職員の処遇改善加算でカバーできるとしていま
すが、すでに加算を受けている事業所は基本報酬引き下げで減収となり、その他の加算も算定要件
が厳しいものが多く、基本報酬引き下げ分をカバーできない事業所が出ると予想されます。今回の
介護報酬改定では介護職員の処遇改善のため報酬を０・９８％引き上げるとしています。これによ
り厚生労働省は職員のベースアップを 24 年度に月約 7500 円、25 年度に月約 6000 円と見込みま
す。しかし財源の根拠が不明確でベースアップが確実に実行される根拠はありません。このままで
は介護人材の確保はますます困難になるだけです。 

以上の趣旨から、下記事項につき、地方自治法第９９条にもとづき、内閣総理大臣、厚生労働大
臣、財務大臣に対する意見書の提出を決議していただくよう請願（陳情）いたします。 
 

【請願（陳情）項目】 
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日時４月２７日(土)13時開場 

原告の方には交通

費がでます。 

地裁判決日は6月13日 

けんせつプラザ東京 

（新宿区北新宿1-8-16） 

時間13：30～16：30 
場所けんせつプラザ東京5階 
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けんせつ
プラザ東京

１、オンライン参加フォームでの申し込み

https://forms.gle/ABMuTqTtFBGsb1SY7

こちらのＱＲコードからも登録できます。

２、Ｅ-ｍａｉｌ または Ｆａｘでの申し込み

ご記入の上、下記宛に送付ください。

●お 名 前

●ご所属など

●電話番号 （ ）

●ご参加形態 □ 会場参加 ・ □ Ｚｏｏｍ参加 （チェックしてください）

≪Ｚｏｏｍ参加の方は、下記にメールアドレスをご記入ください≫

●メールアドレス ＠

＊オンライン（ZOOM）参加で申し込みされた方には、開催日前日までに学習決起

集会の資料とＺＯＯＭへのアクセス情報をメールで送付します。
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国の上告受理申立て理由書 

のカ・ラ・ク・リ 
国は「生活保護受給世帯においても、テレビやパソコン等・・・は一般世

帯と同様に普及」しており「生活扶助費で購入する」とし、生活扶助相当

ＣＰＩの計算で「各品目のウエイトや寄与度が大きくなることは当然」（上

告理由書ｐ175）としています。「持っている」ことと「買うこと」は同じでは

ありません。 

生活保護受給者は買っていない。 
 しかし所有率と購入率は全く違います。2011 年の全面地デジ化を前に

日本中でテレビの買換えが起こりました。しかし保護世帯には総務省か

ら地デジチューナーが配布され買い替えたひとはわずかです。名古屋高

裁で名古屋市の元ケースワーカー証言しました。 

 
2010年を基準年に 
厚労省はこの数十年で最もテレビの購入が多かった 2010 年を基準

年にし、そこに 08 年からの大幅下落率をかけて物価指数を計算しまし

た。しかしこれだけだと 2.8％くらいにしかなりません。 

さらに計算式を変更 
そこで厚労省は計算式を

パーシェ式に変更しました。

2010 年の支出割合（ウエイ

ト）を 08年にも使用。 

生活保護世帯だけ 08 年

にも TV を買い替えたことに

しました 

下落率 2倍に 

その結果生活保護

世帯の物価下落率

は 4.78％に倍加し

ました。(→) 

これが厚労省が

つくった特殊な生

活扶助 CPI（物価

指数）です。まさに

物価偽装です 

物価偽装を許すな！全国の声に 
名古屋高裁はこの二つの手口を違法としました。全国でこのカ

ラクリを多くの市民に訴え、裁判所を動かしましょう。市民が知

ってしまえば裁判官も無視できなくなりま

す。裏のマンガもぜひ活用ください 

 

 

生活保護基準引き下げ反対愛知連絡会     
名古屋市熱田区沢下町 9－7 

労働会館東館 301 愛知社保協内 Email：syahokyo@airoren.gr.jp 
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東京朝刊 2024/04/10(⽔)

(c)毎⽇新聞社 無断転載、複製を禁⽌します。
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東京朝刊 2024/04/10(⽔)

(c)毎⽇新聞社 無断転載、複製を禁⽌します。
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［と き］５月24日(金)15:30～16:30 
［ところ］押上駅Ｂ３口（スカイツリーバスターミナル） 

日 時 ６月１３日(木) 

原告の方

には交通

費がでま

す。 

判決日確定！ 
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生活保護基準引下げ違憲訴訟　各地の裁判進行表

＊原告数は提訴した最初の人数です。地裁判決欄中のⓥマークは原告側一審、二審勝訴の印です。 2024年3月20日現在把握分

２次 3次 支援する会

新規 新規 有◎ 最近の口頭弁論 次回弁論等 この間の弁論等

1 佐賀 15 9 24 2014年2月25日 2022年5月13日 2022年5月24日 8 ◎ 24年3月5日（高裁5回） 24年5月21日(火)13:30～(高裁6回) 23年11月7日(高裁4回) 22 19

2 熊本 49 49 2014年5月15日 ⓥ　2022年5月25日 2022年6月7日 16 ◎ 23年12月13日（高裁5回） 24年3月25日（月）14:30～(高裁6回) 23年9月25日（高裁4回） 36 36

3 愛知 16 5 21 2014年7月31日 2020年6月25日 2020年7月7日 ⓥ 2023年11月30日 17 ◎ 国賠（1万円） 23年11月30日(勝訴判決) 23年12月13日(被告側上告) 23年7月14日(高裁結審) 18 13

4 埼玉 28 7 35 2014年8月1日 ⓥ　2023年3月29日 2023年4月12日 18 ◎ 国賠（1万円） 22年12月14日（結審） 23年3月29日（水）13:10～（勝訴判決） 22年8月24日（第30回） 25

5 三重 27 27 2014年8月1日 ⓥ 2024年2月22日 2024年3月7日 5 ◎ 23年5月18日（結審） 24年2月22日(木)11:00～(勝訴判決) 23年1月26日（第35回） 23 23

6 宮崎 4 4 2014年9月17日 ⓥ　2023年2月10日 2023年2月22日 3 ◎ 24年1月24日（高裁3回） 24年5月29日（水）10:30～(高裁4回) 23年9月27日（高裁2回） 4 3

7 群馬 10 10 2014年9月22日 16 ◎
冬季加算、期
末一時扶助、

24年3月13日（第33回） 24年7月10日（水）14:30～（第34回） 23年10月25日（第32回） 8

8 石川 4 4 2014年10月15日 2021年11月25日 2021年12月8日 12 ◎ 国賠（25万円） 23年12月18日（高裁5回） 24年4月22日（月）13:30～（高裁6回） 23年9月11日(高裁4回) 4 4

9 沖縄 9 9 2014年10月17日 2023年12月14日 2023年12月22日 3 ◎ 23年7月20日（結審） 23年12月14日(木)14:30～（不当判決） 23年5月11日（第46回） 9

10 9 2 11 2014年10月27日 ⓥ　2023年3月24日 2023年4月6日 7 ◎ 国賠（5万円） 22年11月11日（結審） 23年3月24日（金）14:00～(勝訴判決) 22年7月22日（第35回） 10

11 岡山 46 46 2014年10月30日 ◎ 国賠（1万円） 24年1月22日（中止） 24年3月19日（火）（進行協議） 23年8月2日（第30回） 37

12 滋賀 5 8 13 2014年10月31日 2023年4月13日 2023年4月24日 18 ◎ 国賠（1万円） 24年2月15日(高裁・進行協議) 24年3月22日(金)14:00～(高裁第1回) 23年10月20日(高裁・進行協議) 11 8

13 愛媛 42 42 2014年11月11日 3 ◎ 24年3月13日  (第30回） 24年6月12日（水）14:00～ (第31回） 23年12月13日  (第29回） 36

14 広島 63 63 2014年11月21日 ⓥ　2023年10月2日 2023年10月13日 45 ◎ 23年3月15日（結審） 23年10月2日(月)13:10～（勝訴判決） 22年10月12日（第28回） 57

15 北海道 142 7 4 153 2014年11月28日 2021年3月29日 2021年4月12日 23 ◎ 札幌、旭川、釧路 24年3月5日（高裁4回） 24年6月20日(木)13:30～(高裁5回) 23年12月5日（高裁3回） 136 102

16 千葉 12 12 2014年11月28日 ⓥ　2023年5月26日 2023年6月9日 12 ◎ 22年12月2日（結審） 23年5月26日(金)15:00～(勝訴判決) 22年9月16日（第27回） 12

17 大阪 51 2 53 2014年12月19日 ⓥ　2021年2月22日 2021年3月8日 2023年4月14日 16 ◎ 国賠（1万円） 23年4月14日（高裁不当判決） 23年4月25日（上告3小係属） 22年12月7日（高裁結審） 42 34

18 京都 57 57 １４年１２月２５日、１５年１
月１５日

2021年9月14日 2021年9月22日 ◎ 国賠（1万円） 24年3月11日（高裁6回） 24年5月27日（月）14:30～(高裁7回) 23年12月4日（高裁5回） 44 35

19 富山 3 2 5 2015年1月8日 ⓥ 2024年1月24日 2024年2月6日 7 ◎ 国賠（5万円） 23年8月14日（結審） 24年1月24日（水）13：10～(勝訴判決) 23年7月19日（第28回） 5

20 奈良 2 3 5 2015年2月13日 ⓥ　2023年4月11日 2023年4月24日 ◎ 24年1月17日（高裁1回） 24年2月27日（火）14:00～（延期・次回未定） 23年4月11日(勝訴判決) 5 4

21 福岡 103 5 9 117 2015年3月16日 2021年5月12日 2021年5月24日 12 ◎ 国賠（10万円） 24年2月2日(高裁7回) 24年7月1日（月）14:00～(日程調整中) 23年10月11日（高裁6回） 91 44

22 兵庫 6 18 24 2015年5月18日 2021年12月16日 2021年12月28日 18 ◎ 23年12月26日（高裁・結審） 24年4月26日（金）15:00～（高裁判決） 23年11月22日（高裁6回） 24 21

23 秋田 48 5 53 2015年5月22日 2022年3月7日 2022年3月18日 2024年3月14日 6 ◎ 23年12月26日（高裁結審） 24年3月14日（木）13:30～（高裁不当判決） 23年12月7日（口頭弁論） 48 14

24 東京(八朔) 33 33 2015年6月19日 ⓥ　2022年6月24日 2022年7月8日 (◎) 国賠（1万円） 24年3月12日（高裁1回） 24年6月18日(火)13:40～（高裁第2回） 22年6月24日（勝訴判決） 29 29

25 静岡 5 4 9 2015年7月9日 ⓥ　2023年5月30日 2023年6月12日 7 ◎ 22年11月17日（結審) 23年5月30日(火)13:10～(勝訴判決) 22年7月7日（第25回） 8

26 神奈川 48 48 2015年9月24日  ⓥ　2022年10月19日 2022年11月1日 12 ◎ 国賠あり 　23年12月15日(進行協議) 24年3月29日(金)14:00～(進行協議) 23年9月15日(高裁進行協議) 39 26

27 鹿児島 32 32 2015年12月24日 ⓥ 2024年1月15日 2024年1月26日 21 ◎ 国賠あり 23年7月24日（結審） 24年1月15(月)15:00～（勝訴判決） 23年3月20日（第25回） 31

28 宮城 1 1 2016年2月29日 2022年7月27日 2022年8月8日 4 (◎) 24年2月21日（高裁2回） 2024年6月3日(月)15:00～(高裁3回) 23年10月18日（高裁第1回） 1 1

29 青森 4 4 2017年1月27日 ⓥ　2023年3月24日 2023年4月6日 ◎ 24年2月7日（高裁第2回） 24年6月4日（火）13:30～（高裁第3回） 23年10月17日（高裁1回） 3

30 東京（新） 39 17 1 57 2018年5月14日 ◎ 国賠（1万円） 23年12月12日（結審） 24年6月13日（木）15:00～（判決） 23年10月16日（第17回） 56

合計 913 94 14 1021 309 874 416

※静岡の2018年引き下げ提訴の弁論は、6/19(第1回)、10/2(第2回)、21年1/29(第3回)、5/14(第4回)14:30～、22年2/4(第5回)14:30～、　大阪上告2023年4月25日、上告3４人（第3小法廷に係属）,愛知・被告側上告2023年12月13日

〈今後〉岡山は、2024年1月22日の口頭弁論を中止し、3月19日(火)に進行協議を行うこととなった。神奈川は2024年3月29日に4回目の進行協議を経て口頭弁論へ。佐賀高裁(7回)2024年8月27日(火)13:30～。

、

控訴日県名 原告数 提訴日合計 地裁判決 高裁判決

いのちのとりで全国アクション事務局

控訴審の
原告数

弁護団 提訴内容 最新の
原告数

裁判の現段階
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厚生労働大臣 武見敬三 様 

財務大臣   鈴木俊一 様 
 

「訪問介護事業所がなくなれば住み慣れた家で暮らしていけない」、「親を介護施設に入れざるを

得ない」。3年に1度の介護報酬の改定で、訪問介護の基本報酬が4月から引き下げられたことに怒り

不安の声が広がっています。身体介護、生活援助など訪問介護は、とりわけ独居の方をはじめ要介

護者や家族の在宅での生活を支えるうえで欠かせないサービスです。このままでは在宅介護が続け

られず「介護崩壊」を招きかねません。 

介護報酬は介護保険から介護事業所に支払われますが、今回の引き下げで訪問介護事業所、とり

わけ小規模・零細事業所が経営難に陥り、在宅介護の基盤が壊滅的になる恐れがあります。すでに

２３年の訪問介護事業所の倒産は６７件と過去最多を更新し、ほとんどが地域に密着した小規模・

零細事業所です。 

厚生労働省は引き下げの理由として、訪問介護の利益率が他の介護サービスより高いことをあげ

ていますが、これはヘルパーが効率的に訪問できる高齢者の集合住宅併設型や都市部の大手事業所

が利益率の「平均値」を引き上げているものであり、実態からかけ離れています。 

訪問介護はとくに人手不足が深刻です。⾧年にわたる訪問介護の基本報酬が引き下げられた結果、

ヘルパーの給与は常勤でも全産業平均を月額約６万円も下回ります。ヘルパーの有効求人倍率は２

２年度で１５・５倍と異常な高水準です。 

政府は訪問介護の基本報酬を引き下げても、介護職員の処遇改善加算でカバーできるとしていま

すが、すでに加算を受けている事業所は基本報酬引き下げで減収となり、その他の加算も算定要件

が厳しいものが多く、基本報酬引き下げ分をカバーできない事業所が出ると予想されます。今回の

介護報酬改定では介護職員の処遇改善のため報酬を０・９８％引き上げるとしています。これによ

り厚生労働省は職員のベースアップを24年度に月約7500円、25年度に月約6000円と見込みます。

しかし財源の根拠が不明確でベースアップが確実に実行される根拠はありません。このままでは介

護人材の確保はますます困難になるだけです。 

私たちは、訪問介護費の引き下げ撤回と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを強く求

めます。 

事業所名・団体名・個人名 

所在地・住所 

氏 名 
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事務連絡２３－２９ 

２０２４年４月１１日 
 

憲法 25 条を守り活かそう 防衛費の拡大より社会保障の拡充こそ 

春の 25 条集会のご案内 
 

中央社会保障推進協議会 
 

日々の社会保障を守り推進する活動に心より敬意を表します。 

政府が進める防衛費倍増計画により、社会保障費の削減や、社会保障に関わる国民負担

増が相次いでいます。私たちが目指す社会は、憲法にもとづき、政府の責任でいのち・暮

らし・人権を最優先する社会への転換です。いまこそ「防衛費の拡大より社会保障の拡充

を」の声を大きく広げる時ではないでしょうか。 

 生活保護は憲法 25 条が定める生存権保障の岩盤です。生活保護引き下げ阻止のたたか

いを含めてこの春、あらためて憲法 25 条に基づく人権としての社会保障をめざして学び、

行動を広げましょう。春の 25 条集会の会場参加を広く呼びかけてください。 
 

記 

日時：２０２４年５月１６日（木）1２：０0～1５：０0 

場所：衆議院第１議員会館 大会議室 

※オンライン配信を行います（参加 Zoom ミーティング） 

https://zoom.us/j/92218731809?pwd=OVZFTGJJSXVXdUY4TUJFNjNMQmd5dz09 

ミーティング ID: 922 1873 1809 パスコード: 928379 
 

集会スケジュール （11 時 30 分 受付け開始） 

12 時 00 分～開会・国会議員あいさつなど 

12 時 20 分～記念講演 人権としての社会保障実現に向けて 

  いのとり裁判全国アクション共同代表 木下秀雄さん（大阪市立大学名誉教授） 

13 時２0 分～当事者からの告発 

      いのとり裁判原告の皆さん、高齢者、障がい者、労働者など実態告発 

14 時 30 分～集会アピールと行動提起 

15 時００分  閉会 ※集会後、厚労省・国会議員要請 

以上 

主催：「憲法２５条を守り、活かそう」共同実行委員会 事務局団体：中央社保協/きょう

されん/福祉保育労/障全協/全生連/日本高連/いのちのとりで裁判全国アクション 
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春の国保集会
申し込みはこちら

QRコード

https://docs.google.com/forms/d/1rCwOJpICMkUXgdCd8Unwe0kMnp1GfI8LutkCDKvyt28
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事務連絡２３－３０ 

２０２４年４月１６日 
 

全国各地で国保改善大運動をすすめよう 

春の国保改善運動交流集会のご案内 
 

中央社会保障推進協議会 
 

日々の社会保障を守り推進する活動に心より敬意を表します。 

2024 年 4 月から各都道府県で第 3 期国保運営方針（6 年間）がスタートしました。 

 今後、国民健康保険料水準の統一化や法定外繰入の解消がさらに強まり、かつてない規

模の国保料の値上げや、不当な差し押さえ、保険証の取り上げなど、いのちや暮らしを脅

かす事態がますます懸念されます。 

 各地から国民健康保険をめぐる実態と運動を交流するとともに討論を深め、新たな国保

改善大運動に踏み出す意思統一にしていきましょう。 

記 

日時：２０２４年６月１日（日）１３：３０～１６：３０ 

場所：日本医療労働会館２階会議室（最大 70 名） 

（東京都台東区入谷 1-9-5 地下鉄日比谷線「入谷駅」徒歩 5 分） 

※オンライン配信を行います（参加 Zoom ミーティング） 

https://zoom.us/j/92545276591?pwd=d0ZEb2pyWGVMclVhRlAzQzRoWmRwZz09 

ミーティング ID: 925 4527 6591 パスコード: 480057 
 

集会スケジュール （13 時 受付け開始） 

13 時 30 分～開会 

13 時 35 分～特別報告 ２０２３年「手遅れ死亡事例調査」 

報告者：全日本民医連事務局次⾧ 山本淑子さん 

14 時 30 分～国保改善大運動の提起（中央社保協） 

15 時 00 分～各地での国保改善の取り組み報告・交流 

16 時 20 分～討論のまとめ 

16 時 30 分 閉会 

【春の国保集会 申し込み URL】 
https://docs.google.com/forms/d/1rCwOJpICMkUXgdCd8Unwe0kMnp1GfI8LutkCDKvyt28 

 

主催：中央社会保障推進協議会 国保部会 

問い合わせ：〒110-0013 東京都台東区入谷 1-9-5 

電話：03-5808-5344 / ファックス：03-5808-5345 / 代表メール：k25@shahokyo.jp 
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事務連絡２３－２７ 

２０２４年３月２７日 

 

社会保障入門テキスト（第 2 弾）オンライン連続学習会のお知らせ 
 

中央社会保障推進協議会 

 

日々の社会保障を守り推進する活動に心より敬意を表します。 

4 月より４回シリーズで社会保障入門テキスト（第 2 弾）を使ったオンライン学習会を

行います。この連続学習会は、各組織でテキストを活用した学習会を開催する際の講師育

成が目的となります。積極的な参加を呼びかけます。 

学習会参加の際は社会保障入門テキスト（第 2 弾）を用意してご参加願います。 

記 

 

◆4 月 16 日（火）18 時～19 時 「社会保障の意義 その原理原則と社会保障運動」 

講師：井口克郎さん（神戸大学准教授） 

https://zoom.us/j/99553038323?pwd=WXRrWnlEQk02YVVueS9lcmJNOEU3Zz09 

ミーティング ID: 995 5303 8323 パスコード: 632954 

 

◆5 月 14 日（火）18 時～19 時「高齢者優遇論は本当か 高齢期の社会保障を考える」 

講師：⾧友薫輝さん（佛教大学准教授） 

https://zoom.us/j/94058264911?pwd=NWV0VFQwcEpNdXd4b2lyYkdLUDI5QT09 

ミーティング ID: 940 5826 4911 パスコード: 651527 

 

◆6 月 17 日（月）18 時～19 時「人権としての社会保障とは 改革の本質を知り対抗を」 

講師：村田隆史さん（京都府立大学准教授） 

https://zoom.us/j/99237102447?pwd=dnF2M2o3S2FmZldoWHZqZWdOWjJ6QT09 

ミーティング ID: 992 3710 2447 パスコード: 820546 

 

◆7 月 23 日（火）18 時～19 時「社保テキストの活用、取り組みの紹介」 

講師：曽根貴子さん（中央社保協運営委員・保団連事務局主査） 

https://zoom.us/j/92139121604?pwd=eW5WbGJzUWt3eUpFaWo2MWR6dDZ5dz09 

ミーティング ID: 921 3912 1604 パスコード: 484009 

以上 
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第５４回東京社保協総会 日程（案） 

 

［日時］５月１８日(土)、10 時～16 時半（延長しても 17 時） 

［場所］けんせつプラザ東京（100 名まで）＋オンライン（ZOOM：アカウント東京社保協） 

･･･ZOOM ホスト PC・録画（東京土建）＋サブパソコン（東京土建） 

 

午前中は、総括と方針の報告・提案を、午後は活動経験交流を中心に開催します。 

都団体と地域社保協から、１団体当たり７分以内の発言を要請します。 

 

＜タイムテーブル(案)＞   （討論の発言は順不同） 

  09：00 設営準備開始 有志 

 09：30 受付開始 パソコン： 大嶋    会場：土建、民医連 

 10：00 司会 （    ）（        ）＜ZOOM 参加者へのお願い＞ 

 10：02 議長選出 

10：05 開会あいさつ （     ）副会長 

10：10 来賓あいさつ 

 10：30 第 54 回総会 

  第 53 期活動のまとめと 53 期決算 窪田 光 事務局長 

  11：00 53 期会計監査報告 （     ）会計監査 

 11：05 質疑応答 

11：15 第 54 期の活動方針案と 54 期予算案提案 （       ） 

  11：45 質疑応答 

12：00 昼食休憩 各自昼食  ＜ＤＶＤ上映（人間裁判）＞ 

 13：00 討論 ① ～⑨ 

14：12 休憩 

14：30 討論 ⑩～⑲ 

 15：50 休憩 

16：00 役員提案・紹介 小川 均 事務局次長 

16：10 議案採択 

16：15 討論のまとめと新役員あいさつ 吉田 章 会長 

16：28 議長解任 

16：30 退任と閉会あいさつ 事務局 小川、窪田 

 

終了後 会場近くにて常任幹事を中心に懇親会 
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討論での発言団体とテーマ案（事務局が思いついたもの） 

東京医労連「介護保険と処遇改善の課題」、 福祉保育労東京地本「処遇改善」 

 東京地評「最低賃金」、          都生連「生存権裁判東京の現状と展望」 

東京民医連「報酬改定について」、     東商連「インボイスと消費税」 

都立病院の充実を求める連絡会「独法化とその後の課題と影響」 

東京保険医協会「現行保険証を残せ の取り組み」 

東京土建「        」、      東京高連「            」 

障都連「心身障害者手当改善の取り組み」、 年金者組合「           」 

葛飾社保協「いのちとくらしを守る！生活支援・相談プロジェクト」 

足立社保協「介護保険料の値下げの運動」、 北区社保協「           」 

練馬社保協「介護保険事業計画パブコメの取り組み」 

渋谷社保協「毎議会への請願提出の取り組み」 

豊島社保協「連続学習会開催」、      板橋社保協「           」 

世田谷社保協「諸団体を巻き込んでの区議会請願の取り組み」 

台東社保協「         」、    西東京社保協「          」 

江戸川社保協「        」、    西多摩社保協「          」 

  

 

 

 

第 54 回東京社保協総会 役割分担 

 

会場設営：大嶋、平野、小川、窪田、土建、常幹有志（              ） 

設備設置（パソコン、プロジェクタ、Web カメラ、音響）：東京土建 2名 

室内看板：パワポ表紙で代用 

会場とオンライン受付：東京土建（      ）、大嶋 

司会進行（             ） 

Web 参加の方へのお願いをアナウンスする 

総会議長（           ） 

Web 参加へ方へのお願い、会場発言は所属と氏名、議案採択は拍手で 

メッセージ：文書配布のみ 

チャットチェック・写真記録：大嶋 

 

Ｗｅｂ参加の方へのお願い 

・発言時以外は、ミュート設定にして下さい 

・ビデオはオンにして下さい 

・質問や発言の通告は、できるだけチャットに記載ください 

・記録のために録画を行いますので、ご了解ください 
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東京社保協事務局署名集約数　　　　（2023年4月1日～2024年3月31日) 筆 累計 備考

介護保険制度の抜本的転換を求める請願署名 521 688 終了
安全・安心の医療・介護・福祉を実現し、国民のいのちと健康を守るための国会請願署名 29 1,658 終了
憲法改悪を許さない全国署名 0 117

都立病院を廃止するな！　7月からの都立病院・公社病院の地方独立行政法人化中止を求める請願 10 24,665 終了
新生存権裁判　東京訴訟（生活保護基準引下げ違憲訴訟）公正な審理を求める要請書 7,254 35,436

介護保険制度の改善を求める請願署名 875 1,884 終了
安全・安心の医療・介護実現のため　人員増と処遇改善を求める国会請願書署名 402 423

マイナンバーカード取得義務化につながる「健康保険証の原則廃止」と「マイナンバーカードの保険証利用等に係るシステム導入義務化」
の撤回を求める署名

0 25 終了

国の制度として、１８歳までの医療費窓口負担無料に 0 12 終了
消費税率５％への引下げを求める請願 0 14

健康保険証廃止の中止を求め　マイナンバーカード取得の強制に反対します 1,170 1,232 終了
軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名 288 288

現行の健康保険証を残してください 333 333

高すぎる国民健康保険料(税)を引き下げ誰もが安心できる国民保険制度の実現を求める請願 23,808 23,808 終了
介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名 216 216

総 合 計 34,906 90,799

累計は署名開始時点から
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